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第１章 改定の概要 

 

１ 改定の経緯 

 ○  岩手県社会福祉協議会は、平成 21 年 3 月に公的サービスだけでは解決できない地域の多

様な生活課題への対応や、住民の福祉活動と公的サービスとの連携・協働の促進など、住民

と行政の協働による「新たな支え合い」（共助）の創造を志向する、岩手県社会福祉協議会活

動計画 2009-2013(第 1 期計画) を策定しました。  

○  平成 23 年 3 月に発生した東日本大震災の被災者支援の取組は、第 1 期計画への追加変更

ではなく、各年度の事業計画に主要事業の一つとして位置付けて事業に取り組みました。 

〇  平成 26 年 3 月には、福祉を取り巻く状況等を踏まえ、第 1 期計画の取組結果の評価・検

証を行うとともに、住民の生活に関わる社会情勢の動向や福祉施策に関わる国・県の動向及

び全国社会福祉協議会等から示される各種方針・指針等との整合性を図り、計画の達成度を

明確にするための評価方法を盛り込んだ、岩手県社会福祉協議会活動計画 2014-2018(第 2

期計画)を策定し、具体の事業に取り組んできました。  

○  平成 30 年度に第 2 期計画が最終年度を迎えることから、地域福祉を取り巻く状況等を踏

まえ、次の視点で計画を見直し、平成 31 年度以降の新たな活動計画を策定しました。  

 

２ 改定案の策定の視点 

  平成 31 年度以降の新たな活動計画策定の視点は、次のとおりです。 

① 第 2 期計画の取組結果の評価・検証  

② 住民の生活に関わる社会情勢の動向（東日本大震災からの復興支援を含む。） 

③ 福祉施策に関わる国・県の動向（県地域福祉支援計画の改定を含む。）、及び全社協等か  

ら示される各種方針・指針等との整合性  

④ 計画最終年度までの目標値設定（量的目標・質的目標）の検証 

 

３ 計画期間 

  計画期間は、平成 31 年度（2019）から令和 5 年度（2023）までの 5 か年とします。 

 

４ 計画の推進と進行管理 

 ○ この計画の推進に当たっては、官民の関係機関・団体はもちろん、一人ひとりの県民の皆さん

と連携を図りながら、具体的な取組を推進します。 

 ○ 一つひとつの取組を計画的に、かつ、確実に進めるため、取組ごとに年度目標等を設定し推進

します。 

 ○ 管理職員で構成する部長等会議を定期的（毎月）に開催して進行管理を行うとともに、必要な

都度、総合企画委員会において、進行管理と進捗などに関する評価を行います。 

 ○ 計画の着実な推進に努めながらも、プロセスマネジメント会議や総合企画委員会での議論を踏

まえ、その時点で最良と考えられる方策を選択し、必要に応じて柔軟に計画の見直しを行います。 
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第２章 現計画の評価 

 

○ 現計画の指標達成状況 

現計画では、計画の実効性を確保し、進捗状況が県民や関係者に分かりやすく伝えられるよう、「主

要事業」に評価指標を設定し、計画を推進してきました。 

主要事業のうち評価指標として数値目標を設定した 31 事業中、8 割を超える 25 の事業がＡ評価

（達成率 80％以上）で、Ｃ評価（同 40％以上 60％未満）が 3 事業、Ｄ評価（同 20％以上 40％未

満）が 2 事業、Ｅ評価（同 20％未満）が 1 事業となりました。 

  また、評価指標の達成度のほか、数値で表すことが困難な成果と課題等の状況も勘案しながら、

今後の取組の方向性についても検討を行い、全ての事業を、今後もその達成に向けてなお一層取り

組む必要があるとして、「継続」と判断しました。 

基本的役割 

指

標

数 

評価（達成率） 

Ａ 

80％以上 

 

Ｂ 

60％以上 

80％未満 

Ｃ 

40％以上 

60％未満 

Ｄ 

20％以上 

40％未満 

Ｅ 

20％未満 

 

１ 県民の生活課題の解決 11 8 73% 0 0% 1 9% 1 9% 1 9% 

２ 住民の福祉活動の振興 2 2 100% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 

３ 福祉人材の養成と確保 10 9 90% 0 0% 0 0% 1 10% 0 0% 

４ 社会福祉事業経営の支援 5 4 80% 0 0% 1 20% 0 0% 0 0% 

５ 多様な組織等との連携協働 0 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 

６ 指定管理施設の管理運営 1 1 100% 0 0% 0 0% 0 0% 0 0% 

７ 県社協の活動基盤の強化 2 1 50% 0 0% 1 50% 0 0% 0 0% 

計 31 25 81% 0 0% 3 10% 2 6% 1 3% 
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第３章 地域福祉を取り巻く状況 

 

１ 人口減少と少子高齢化 

総務省「人口推計」によると、平成 29 年の我が国の総人口は約 1 億 2,670 万人で、前計画策定時

の平成 25 年と比較して約 59 万人の減少、岩手県では総人口が約 125 万人となっており、同じく約 4

万人の減少となっています。 

一方、人口構成割合は、全国では、平成 25 年比で年少人口（0～14 歳）の割合が 0.6 ポイント減

少しましたが、老年人口（65 歳～74 歳）の割合は 1.1 ポイント増加し、後期高齢者人口（75 歳以上）

の割合も 1.5 ポイント増加しました。 

岩手県では、年少人口（0～14 歳）の割合が 0.8 ポイント減少しましたが、老年人口（65 歳～74

歳）の割合は 1.8 ポイント増加し、後期高齢者人口（75 歳以上）の割合も 1.3 ポイント増加していま

す。 

さらに、高齢化がピークを迎えるといわれている平成 37 年には、平成 25 年と比べ、総人口は全

国、岩手県とも減少し、特にも年少人口の割合は全国で 11.5％、岩手県では 10.6％まで減少し、老

年人口、特に後期高齢者人口の割合は、全国では 17.8％、岩手県でも 20.3％まで増加することが見

込まれています。 

 

 

【資料】総務省 人口推計（各年 10 月 1 日現在人口） 
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また、厚生労働省の人口動態統計によると、本県の新生児出生数は、平成 21 年に 1 万人を割り込

み、以降前年を下回る状況が続くとともに、合計特殊出生率については、全国の傾向と同様、最低だ

った平成 21 年度よりは上向いているものの、今後もこの傾向が続く保障はありません。 

  今後は、出生率が向上したとしても、子どもを産み、育てる「生産年齢人口」そのものが減少す

るため、出生数が大幅に増えることは見込めない状況にあります。 

 

【資料】平成 29 年人口動態調査（厚生労働省） 

 

２ 生活保護の状況 

  我が国の社会保障の最後のセーフティネットである生活保護の受給者は、平成 7 年の 88.2 万人ま

では減少を続けていましたが、この年を境に増加に転じ、平成 28 年には 212.6 万人となっています。 

  前計画策定時と比較すると、全国では世帯数が 1.03 倍で保護人員は 0.99 倍、岩手県では世帯数が

0.8 倍で保護人員が 0.95 倍とともに減少しました。 

被保護世帯数の推移（1 か月平均） 

  
全国 岩手 

世帯数 人数 世帯数 人数 

平成 25 年度 1,583,919 2,150,673 8,407 9,153 

平成 28 年度 1,628,465 2,126,556 6,715 8,705 

  1.03 倍 0.99 倍 0.80 倍 0.95 倍 

                                             【資料】岩手県地域福祉課 

 

３ 地域の福祉課題の状況 

 （児童虐待相談件数の推移） 

県内の児童虐待の相談件数は、年々、増加傾向にあり、中でも、心理的虐待の増加が目立ってい

ます。 

 

【資料】岩手県福祉総合相談センター 
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（自殺者の推移） 

平成 29 年の本県の自殺者数は 262 人で、前年より 27 名の減、また、自殺死亡率（人口 10 万人

当たりの自殺者数）も 21.0 と 1.9 ポイント減少しています。 

自殺死亡率は全国第 2 位で、依然として高い水準にあり、引き続き自殺予防に向けた取組を進め

ていく必要があります。 

 

【資料】岩手県障がい保健福祉課 

 

４ 日常生活自立支援事業利用者の推移 

  人口の高齢化等を背景に、認知症等により判断能力が十分でない方を支援し、高齢者や障がい者

の日常生活を支える、日常生活自立支援事業の利用者は、年々増加しています。 

  今後も、この増加傾向は続くものと見込まれることから、事業の円滑な推進に向けた体制整備が

求められています。 

 

【資料】岩手県社会福祉協議会 

 

 

５ ボランティア活動者数の推移 

  ボランティア活動に携わった人は、東日本大震災以前は年間 3 万 7,000 人前後（県社協及び県内

市町村社協を通じてボランティア保険に加入した人数）で推移し、東日本大震災発災直後の平成 23

年度には、県内でボランティア保険に加入した約 8 万人を含めて 34 万 7,000 人と大幅に増加しまし

たが、その後は徐々に減り、ここ数年は 6 万人前後の人がボランティア活動に参加しています。 
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                     【資料】岩手県社会福祉協議会 

 

６ 介護人材の確保 

  近年の高齢者の人口増加に伴い、要介護認定者及び介護サービス受給者が年々増加し、施設から

の求人数も増加しているのに対し、介護分野への新規求職者は年々減少しています。 

今後、老年人口の増加と生産年齢人口及び年少人口の減少が進むことから、介護人材の不足はよ

り一層深刻なものとなることが見込まれています。 

介護事業所を対象とした介護職員の過不足感の調査においても、平成 25 年度は 53.3％の事業所が

「不足・大いに不足」又は「やや不足」と回答していましたが、平成 29 年度には全体の 3 分の 2 の

66.9％にまで不足感が拡大しています。 

 

                           【資料】介護保険事業状況報告及び岩手県福祉人材センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料】介護労働安定センター 
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７ 東日本大震災からの復興 

  岩手県が被災者を対象に定期的に実施している、「いわて復興ウォッチャー調査」の平成 30 年 7

月次調査によると、「回復した」「やや回復した」という「回復を感じる」という回答が、5 年前の調

査結果と比べて、33.3 ポイント増加し 81.3％となり、「あまり回復せず」「回復せず」という「回復

を感じられない」との回答は、5 年前の調査結果と比べて 23.2％から 3.1％にまで減少しました。 

高台整備や災害公営住宅の完成、交通網の整備に伴い、多くの方々の住環境が改善されている声が

ある一方で、被災者の心のケアや住宅再建後の生活を心配する声もあり、被災者の方々が抱える個々

の事情に沿った個別支援と同時に、住まいの移行が終盤を迎える時期に住民の主体形成と福祉コミュ

ニティの形成を目指す地域支援が重要になっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料】岩手県 

 

８ 社会福祉法人制度改革 

  社会福祉法制度改革により、全ての社会福祉法人は、①経営組織のガバナンスの強化、②事業運

営の透明性の向上、③財務規律の強化、④地域における公益的な取組を実施する責務、の 4 つを求め

られました。 

各社会福祉法人では、議決機関としての評議員会を設置し、一定規模以上の法人にあっては会計監

査人を設置するなどして経営組織のガバナンスを強化したほか、財務諸表や現況報告書及び役員報酬

支給基準等を公表して事業運営の透明性の向上に努めました。 

財務規律の強化では、役員報酬基準を作成・公表し、社会福祉充実残額（再投下財産額）がある社

会福祉法人では、社会福祉事業又は公益事業を新規実施・拡充するための社会福充実計画を作成し、

計画的な再投資を行っています。 

また、地域における公益的な取組を行うに当たって、無料又は低額な料金で福祉サービスを提供す

ることを責務として規定され、本県では、生活困窮者を支援するため、岩手県社会福祉法人経営者協

議会を中心に IWATE あんしんサポート事業を立ち上げ、関係機関・団体と連携して相談支援体制を

構築し、各法人からの拠出金を財源に現物支給を行うなどしています。 
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９ 全社協福祉ビジョン 2011 第二次行動指針 

  全国社会福祉協議会では、平成 22 年に公表した「全社協福祉ビジョン 2011」で、その福祉ビジ

ョンが目指す福祉の姿を具体的に構築していくために、次の４つの課題への取組についての行動指針

を定めて活動を展開しています。 

(1) 柔軟に対応できる制度内の福祉サービスの強化、確立 

(2) 制度で対応しにくいニーズに応える福祉サービス・活動の積極的展開 

(3) 市区町村単位での相談・調整機能の連携・総合化の仕組みづくり 

(4) 制度改革の働きかけ 

また、全社協福祉ビジョン 2011 第 2 次行動指針では、いま、取り組むべき７つの重要課題として

次の課題を掲げています。 

【いま、取り組むべき 7 つの重要課題】 

１．地域における総合相談・生活支援体制の強化、確立 

(1)生活困窮者自立支援の着実な実施 

(2)重層的な総合相談・生活支援体制の確立 

 ①生活福祉資金貸付制度等（経済的支援を伴う自立支援）の機能強化 

 ②日常生活自立支援事業の拡充 

 ③法人による成年後見、市民後見等の活動実施 

 ④地域密着型の福祉サービスの実施 

(3)地域社会の支えのシステム化と支援へのアクセスの保障 

２．地域での公益活動の展開強化 

 (4)社会福祉法人・福祉施設における公益的活動の実施 

  ①社会福祉事業を基盤とした多様な福祉課題・生活課題への対応 

  ②総合的な相談・支援の実施 

  ③多様な公益活動の実施 

  ④災害時支援、緊急支援活動の実施 

  ⑤一時保護・緊急一時避難機能の強化 

 (5)生活圏域での多様な支援を実現するネットワークの構築 

３．福祉サービスの質の向上と社会福祉法人・福祉施設、社会福祉協議会の経営管理の強化 

 (6)福祉サービスの質の向上 

 (7)経営管理（ガバナンス）の強化と経営の透明性の確保 

４．福祉の職場の社会的評価の向上、福祉人材の確保・育成・定着の取組強化 

 (8)働きやすく、やりがいの感じられる福祉の職場づくり 

５．大規模災害と防災への対応の強化 

 (9)災害時要援護者等への包括的かつ個別的な支援 

６．地域住民等の地域コミュニティへの参加環境づくり 

 (10)福祉活動やまちづくりへの参加の促進 

７．地域での計画的な福祉基盤の確立と制度改革の働きかけ 

 (11)計画的な福祉基盤の確立と制度改革の働きかけ 

 

 

 

 

 

 



- 9 - 

 

第４章 県社協の基本理念・基本方針・基本的な役割 

 

１ 基本理念 

 

    

    『地域福祉を推進し、誰もが住み慣れた家庭や地域で、共に支えあい、 

自分らしく、安心して生活することができる、豊かな福祉社会の実現』 

                                   

 

○ 誰もが人間としてより豊かに生きることができる地域社会を創ることは県民全ての願 

いです。 

○ そしてまた、誰もが自らの意思と力で個性あふれる人生を、住み慣れた家庭や地域社会 

で安心して送ることができる社会が望まれています。 

○ 障がいの有無や年齢を問わず、誰もが地域社会を構成する一員として自立した日常生活 

を営み、社会、経済、文化その他のあらゆる分野の活動に参加する機会が与えられ、自己

実現を図ることができるような社会こそ、今、私たちが求める真に豊かな福祉社会です。 

○ このような豊かな福祉社会は、福祉サービスや施策の充実とともに、一人ひとりの県民 

の、自らの人生を主体的に切り開く自立と自助の営みを基礎としつつ、共に生きる人間と 

して、互いに尊厳を認め合い、共に支えあう精神（こころ）と行動によって、創造されて 

いくものと考えます。 

○ このような観点から、本会は、幅広い関係者との連携、協働のもとに、「地域福祉を推進 

し、誰もが住み慣れた家庭や地域で、共に支えあい、自分らしく、安心して生活すること 

ができる豊かな福祉社会の実現」に貢献することを、基本理念とするものです。 

 
 

２ 基本方針   

 

   １ 県民一人ひとりの尊厳を守り、社会環境の変化に即応する事業に挑戦します。 

「仕事の姿勢」 

 

２ 幅広い関係者との連携・協働を進めます。 

「地域の関係者に対する姿勢」 

 

３ 経営基盤の強化と透明性を確保し、より高い目標を掲げて向上、発展します。 

                             「経営の姿勢」 

 

４ 高い専門性、強い責任感、熱意と人を思いやる心を持つ職員を育成します。 

「職員に対する姿勢」 
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３ 基本的な役割と推進項目 

 

    

本会の基本理念の実現に向けて、次のことに取り組んでいきます。 

 

１【県民の生活課題の解決】 

災害や社会的孤立、制度のはざまで困窮する県民の生活課題を解決する提言を行

い、先駆・先導的活動を推進するとともに、福祉サービスの利用援助・権利擁護を

図ります。 

（推進項目）① 生活課題を抱える住民の支援 

         ② 住民の権利擁護と福祉サービスの利用支援 

         ③ 民生委員・児童委員の活動支援 

         ④ 東日本大震災からの復興支援と災害時対応体制の整備 

 

２【住民の福祉活動の振興】 

 社会福祉に関する諸活動の調査、普及、宣伝及び連絡調整を図るとともに、ボラ

ンティア活動、並びに住民相互の助け合い等を振興します。 

   （推進項目）① ボランティア活動の振興と福祉教育の推進 

         ② 情報発信機能の強化 

 

３【福祉人材の養成と確保】 

 社会福祉を目的とする事業に従事する者の養成を行うとともに、確保と定着を図

ります。 

   （推進項目）① 福祉人材の養成とスキルアップ支援 

         ② 福祉人材の確保とマッチングの強化 

           ③ 退職共済制度の適正運営と福祉厚生事業の充実 

 

４【社会福祉事業経営の支援】 

  社会福祉を目的とする事業の経営に関する指導、助言及び支援を図るとともに、

福祉サービスの質の向上を支援します。 

   （推進項目）① 社会福祉事業経営の支援 

         ② 適正なサービス評価の実施 

 

 ５【多様な組織等との連携協働】 

市町村社会福祉協議会との連携・協働を進めるとともに、多様な組織、機関等と

のネットワークを作り、より積極的に協働します。 

  （推進項目）① 種別協議会・部会活動を通じた福祉サービス向上の取組とサー

ビス利用者の福祉増進 

        ② 多様な組織等との連携協働の推進 

 

６【指定管理施設の管理運営】 

  指定管理施設の適切かつ効率的な管理運営に努め、県民の福祉増進を支援します。 

  （推進項目）① ふれあいランド岩手の管理運営 

 

７【県社協の活動基盤の強化】 

県社協の財政基盤の適正化を図るとともに、組織強化のための取組を進めます。 

（推進項目）① 県社協財政基盤の適正化 

      ② 組織強化のための取組の推進 
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４ 施策体系 

 

 

基本的役

割 
推進項目 主要事業 

１ 県民の

生活課題の

解決 

(1)生活課題を抱える住民の

支援 

①社協・生活支援活動強化方針推進事業 

②岩手県福祉コミュニティサポートセンター事業 

③市町村社会福祉協議会部会事業 

④生活福祉資金貸付事業 

⑤福祉人材確保等貸付事業 

⑥IWATE あんしんサポート事業 

⑦盛岡圏域生活困窮者自立相談支援事業 

(2)住民の権利擁護と福祉サ

ービスの利用支援 

①日常生活自立支援事業 

②福祉サービス苦情解決事業 

(3)民生委員・児童委員の活

動支援 

①民生委員・児童委員活動支援事業 

(4)東日本大震災からの復興

支援と災害時対応体制の整

備 

①東日本大震災被災者生活支援事業 

②災害復興基金事業 

③ボランティア・市民活動センター事業(災害発生時) 

④災害時広域支援ネットワーク(災害派遣福祉チーム)

推進事業 

２ 住民の

福祉活動の

振興 

(1)ボランティア活動の振興

と福祉教育の推進 

①ボランティア・市民活動センター事業(通常時) 

(2)情報発信機能の強化 ①機関紙発行事業及びホームページ等による情報発信

事業 

３ 福祉人

材の養成と

確保 

(1)福祉人材の養成とスキル

アップ支援 

①社会福祉従事者等研修・資格取得講座 

②介護職員等医療的ケア研修事業 

③福祉人材確保等貸付事業(再) 

(2)福祉人材の確保とマッチ

ングの強化 

①福祉人材センター運営事業 

②介護人材マッチング支援事業 

③保育士・保育所支援センター保育士人材確保事業 

(3)退職共済制度の適正運営

と福利厚生事業の充実 

①民間社会福祉事業職員共済事業 

②福利厚生センター受託事業 

４ 社会福

祉事業経営

の支援 

(1)社会福祉事業経営の支援 ①社会福祉経営サポート事業 

②いわて障がい者就労支援振興センター受託事業 

③共同受注窓口事業 

④岩手県農福連携総合支援事業 

(2)適正なサービス評価の実

施 

①福祉サービス第三者評価事業 

５ 多様な

組織等との

連携協働 

(1)種別協議会・部会活動を

通じた福祉サービス向上の

取組とサービス利用者の福

祉増進 

①市町村社会福祉協議会部会事業(再) 

②種別協議会活動推進事業 

(2)多様な組織等との連携協

働の推進 

①事務受託団体支援事業 

６ 指定管理施設の管理運営 ①ふれあいランド岩手の管理運営 

７ 県社協の活動基盤の強化 ①県社協財政基盤の適正化 

②組織強化のための取組の推進 
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５ 主要事業 

  

 

 基本的役割１ 県民の生活課題の解決  

   

  ◆推進項目① 生活課題を抱える住民の支援 

   ○社協・生活支援活動強化方針推進事業  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・14 

   〇岩手県福祉コミュニティサポートセンター事業  ・・・・・・・・・・・・・・15 

   ○市町村社会福祉協議会部会事業  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・16 

   ○生活福祉資金貸付事業  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・17 

   ○福祉人材確保等貸付事業  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・18 

   ○ＩＷＡＴＥあんしんサポート事業  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・19 

   ○盛岡圏域生活困窮者自立相談支援事業  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・20 

 

  ◆推進項目② 住民の権利擁護と福祉サービスの利用支援 

   ○日常生活自立支援事業  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・21 

   ○福祉サービス苦情解決事業  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・22 

 

  ◆推進項目③ 民生委員児童委員の活動支援 

   ○民生委員・児童委員活動支援事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・23 

 

  ◆推進項目④ 東日本大震災からの復興支援と災害時対応体制の整備 

   ○東日本大震災被災者生活支援事業  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・24 

   ○災害復興基金事業  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・25 

   ○ボランティア・市民活動センター事業（災害発生時）  ・・・・・・・・・・・26 

   ○災害時広域支援ネットワーク（災害派遣福祉チーム）推進事業 ・・・・・・・・27 

 

 

 基本的役割２ 住民の福祉活動の振興  

 

  ◆推進項目① ボランティア活動の振興と福祉教育の推進 

 ○ボランティア・市民活動センター事業（通常時）  ・・・・・・・・・・・・・28 

 

  ◆推進項目② 情報発信機能の強化 

○機関紙発行事業及びホームページ等による情報発信事業 ・・・・・・・・・・・29 

 

 

 基本的役割３ 福祉人材の養成と確保  

    

  ◆推進項目① 福祉人材の養成とスキルアップ支援 

○社会福祉従事者等研修・資格取得講座 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・30 

   ○介護職員等医療的ケア研修事業  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・31 

   ○福祉人材確保等貸付事業（再）  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・18 

 

  ◆推進項目② 福祉人材の確保とマッチングの強化 

   ○福祉人材センター運営事業  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・32 

   ○介護人材マッチング支援事業  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・33 

   ○保育士・保育所支援センター保育士人材確保事業 ・・・・・・・・・・・・・・34 

 

 

  ◆推進項目③ 退職共済制度の適正運営と福利厚生事業の充実 

   ○民間社会福祉事業職員共済事業  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・35 

   ○福利厚生センター受託事業  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・36 
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 基本的役割４ 社会福祉事業経営の支援  

    

  ◆推進項目① 社会福祉事業経営の支援 

○社会福祉経営サポート事業  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・37 

   ○いわて障がい者就労支援振興センター受託事業  ・・・・・・・・・・・・・・38 

   ○共同受注窓口事業  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・39 

   ○岩手県農福連携総合支援事業  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・40 

 

 

  ◆推進項目② 適正なサービス評価の実施 

   ○福祉サービス第三者評価事業  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・41 

 

 基本的役割５ 多様な組織等との連携協働  

 

  ◆推進項目① 種別協議会・部会活動を通じた福祉サービス向上の取組とサービス利用者の福祉増進 

○市町村社会福祉協議会部会事業（再）  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・16 

   ○種別協議会活動推進事業  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・42 

 

  ◆推進項目② 多様な組織等との連携協働の推進 

   ○事務受託団体支援事業  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・43 

 

 

 基本的役割６ 指定管理施設の管理運営  

    

  ◆指定管理施設の管理運営 

○ふれあいランド岩手の管理運営  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・44 

 

 

 基本的役割７ 県社協の活動基盤の強化  

    

  ◆県社協の活動基盤の強化 

○県社協財政基盤の適正化  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・45 

   ○組織強化のための取組の推進   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・46 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 主要事業のうち、県などからの委託事業及び補助事業については、委託内容の変更

等により、事業計画を見直すことがあります。  
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項

目

分

類 

基本的な役割 １ 県民の生活課題の解決 

推 進 項 目  (1) 県民課題を抱える住民の支援 

事 業 の 名 称 ① 社協・生活支援活動強化方針推進事業 

新 規 ・ 継 続 継続 

財 源 自主財源 

担 当 部 地域福祉企画部 

概  要 

全国社会福祉協議会が推奨する「社協・生活支援活動強化方針」について、市町村社

協が生活困窮者自立支援事業や地域包括支援センター事業、居宅介護支援事業、東日

本大震災被災者生活支援事業、いわて“お元気”見守りシステム事業などの取組を通じ、

強化方針の柱となる「あらゆる生活課題への対応」と「地域のつながりの再構築」に積極的

に取り組んでいけるよう支援する。 

【参考・県内】 

◯地域福祉活動コーディネーターを配置   11 社協（平成 30 年 10 月 1 日現在） 

◯生活支援コーディネーターを配置      17 社協（〃） 

◯生活支援相談員を配置            19 社協（平成 30 年 11 月末日現在） 

◯成年後見制度利用促進の取組を実施   12 社協（平成 30 年 10 月 1 日現在） 

◯生活困窮者自立支援事業を実施      17 社協（〃） 

◯いわて“おげんき”見守りシステム実利用者数 327 人（平成 30 年 12 月） 

◯子ども食堂実施箇所数            23 か所（岩手県調べ） 

課  題 

１ 全市町村社協にＣＳＷ（地域福祉活動コーディネーター）機能の浸透が不十分であるこ

と。 

２ 意思能力に欠ける者の生活課題に対する市町村社協の支援体制が未整備であるこ

と。 

計画最終年度まで

の目標（量的目標・

質的目標） 

１ 2023 年度までに 33 市町村社協がＣＳＷ機能を有する事業を実施し、個別支援と地域

支援の一体的な取組や、子ども食堂やサロン活動など住民主体の地域活動の取組を

進めること。 

２ いわて“おげんき”見守りシステムによる見守り体制を維持すること。 

３ 2021 年度までに、日常生活自立支援事業 12 か所の基幹社協が成年後見制度と日常

生活自立支援事業の一体的な運営と成年後見制度利用促進のための取組を進めるよ

うになること、又は協力的な立場で参画していること。 

年度別計画 

2019 年度(Ｈ31) 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

 

 

 

320 人 

 

 

3 社協 

 

 

 

320 人 

 

 

3 社協 

 

 

 

320 人 

 

 

6 社協 

 

 

 

320 人 

 

 

 

320 人 

備考 

（評価指標） 

●いわて“おげんき”見守りシステム実利用者数 

●成年後見制度と日常生活自立支援事業に一体的に取り組む基幹社協数 

市町村社協へのＣＳＷ機能の浸透と活動の推進 

●いわて“おげんき”見守りシステム実利用者数 

●成年後見制度と日常生活自立支援事業に一体的に取り組む基幹社協数 
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項

目

分

類 

基本的な役割 1 県民の生活課題の解決 

推 進 項 目 (1) 生活課題を抱える住民の支援 

事 業 の 名 称 ② 岩手県福祉コミュニティサポートセンター事業 

新 規 ・ 継 続 継続 

財 源 県補助金、共同募金配分 

担 当 部 地域福祉企画部 

概  要 

１ 個別支援と地域支援を一体的に行う視点をもって活動するＣＳＷの養成研修を

実施（修了者 361 人／Ｈ21～30 年度）。また、地域アセスント手法として有効な

「支え合いマップ」を推進するインストラクターの養成研修を実施（修了者 190

人／Ｈ25～30 年度）。 

２ ＣＳＷ養成研修・インストラクター養成研修の修了者が、自地域で地域福祉の

視点を取り入れた実践が行えるよう継続研修を実施。 

３ 行政及び市町村社協、地域福祉関係機関へのアドバイザー派遣を実施。主に重

点支援を行った市町村地域福祉計画及び市町村社協地域福祉活動計画の策定は、

2020 年度までに全市町村策定完了の予定であり重点支援は終了する見込み。 

課  題 

１ 多様化複合化する福祉ニーズの解決には、分野横断的な多機関によるＣＳＷ的

視点による支援が有効。ＣＳＷ機能を必要とする業務が拡大している。 

２ ＣＳＷ養成研修・インストラクター養成研修の修了者の所属組織における位置

づけや役割が不明確であるとともに、地域支援（アセスメント）手法が未整備で

ある。 

３ ＣＳＷが配置されている社協や地域福祉推進関係機関に対する県社協のバック

アップ体制が十分でない。 

計画最終年度まで

の目標（量的目標・

質的目標） 

 １ ＣＳＷ視点を持つ実践者が、より多く各市町村の地域福祉推進機関に配置され

るよう養成研修を実施し、2023 年度までに累計 500 人のＣＳＷを養成する。また、

全県的に「支え合いマップ」を用いた地域アセスメントが普及され、住民参加に

よる支援体制が強化されるようインストラクター養成研修を実施し、2020 年度ま

でに累計 310 人のインストラクターを養成する。以降は財源確保の範囲で養成を

継続する。 

２ 「支え合いマップ」を用いた地域支援やＣＳＷ活動の実践事例集を 2 回発行す

る。また、実践事例の整理や効果検証を基に、ＣＳＷが活用できる「地域支援（ア

セスメント）マニュアル」を、見直しを含め 2 回作成する。実践事例集及びマニ

ュアルの作成と併せ、事例検討や実践報告会等を開催する。 

 ３ ＣＳＷを配置する社協や地域福祉推進関係機関を支援するアドバイザーを派遣

する。 

年度別計画 

2019 年度(Ｈ31) 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

 

 

CSW30 人 

マップ 60 人 

 

 

 

継続研修 2 回 

事例収集 

 

 

 

5 か所×3 回 

 

 

 

 

 

 

 

継続研修 3 回 

事例集作成 

 

 

 

 

 

 

継続検討 

 

 

継続研修 2 回 

マニュアル作成 

 

 

2 か所×3 回 

 

 

 

 

 

 

継続研修 3 回 

事例集作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

継続研修 2 回 

マニュアル見直し 

 

 

 

備考 

（評価指標） 

●ＣＳＷ養成人数及び支え合いマップ・インストラクター養成人数 

●「実践事例集」作成回数、「地域支援マニュアル」見直し回数 

●事例検討（継続研修会）の実施・地域支援マニュアルの整備 

●ＣＳＷ及び支え合いマップ・インストラクターを養成 

福祉コミュニティサポートアドバイザー派遣 
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項

目

分

類 

基本的な役割 1 県民の生活課題の解決 

推 進 項 目  (1) 生活課題を抱える住民の支援 

事 業 の 名 称 ③ 市町村社会福祉協議会部会事業 

新 規 ・ 継 続 継続 

財 源 自主財源（会費） 

担 当 部 地域福祉企画部 

概  要 

 市町村社会福祉協議会を構成員に、市町村社会福祉協議会の円滑な運営を支援する

ことにより地域福祉の増進を図ることを目的とした組織。 

【主な事業】 

◯市町村社協と社会福祉法人の連携促進を目的としたセミナーや懇談会の開催 

◯ＣＳＷ機能を担う職員等を対象に取組経験の共有を図ることを目的にした研究 

会の開催 

◯事務局長・地域福祉課長等会議の開催 

◯市町村社協の取組の実態に係る調査の実施 

課  題 

１ 県内市町村社協において、介護保険事業経営や職員人材の確保・育成など、複合

的な経営課題が存在していること。 

２ 災害時の市町村社協相互の協力体制や仕組みに明確な取り決めがなされておら

ず、発災直後の被災地や社協の状況調査や分析体制が未整備であること。 

３ 住民ニーズが多様化・複合化する状況を踏まえ、ＣＳＷ機能を担う職員の取組経

験の共有と研究、検証を進めることや、社会福祉法人と連携した取組の実施が必要

になっていること。 

計画最終年度まで

の目標（量的目標・

質的目標） 

１ 2023 年度までに、33 市町村社協で中期経営計画が策定されていること。 

２ 2019 年度中に、災害時の市町村社協相互支援協定が締結され、協定に基づき発災 

直後から被災地や社協の状況把握と分析を進める初動対応チームが 11 チーム構成

されていること。 

３ 2023 年度までに、県内全ての市町村社協が地域における公益的な取組を社会福

祉法人と協働して実施していること 

年度別計画 

2019 年度(Ｈ31) 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

 

 

5 社協 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 社協 

 

 

5 社協 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 社協 

 

 

10 社協 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 社協 

 

 

5 社協 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 社協 

 

 

8 社協 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8 社協 

備考 

（評価指標） 

●中期経営計画策定市町村社協数 

●社会福祉法人との連携・協働に取り組む市町村社協数 

●市町村社協中期経営計画策定社協 

計画策定マ

ニュアルの

作成 

アドバイザー派遣 

計画策定セミナーの開催 

相互支援協

定締結・初動

チームの結成 

●社会福祉法人との連携・協働の取組実施社協 

地域福祉推進トップセミナーの開催 

経営協との懇談 
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項

目

分

類 

基本的な役割 １ 県民の生活課題の解決 

推 進 項 目  (1) 生活課題を抱える住民の支援 

事 業 の 名 称 ④ 生活福祉資金貸付事業 

新 規 ・ 継 続 継続 

財 源 補助金 

担 当 部 地域福祉企画部 

概  要 

低所得者、障がい者、高齢者に対し、資金の貸付と必要な相談支援を行うことにより、そ

の経済的自立、生活意欲の助長促進並びに在宅福祉及び社会参加の促進を図り、安定

した生活を送れるよう支援する国の貸付制度。県社協が実施主体となり、市町村社協に業

務の一部を委託し、民生委員と連携の上事業を実施している。 

平成 27 年度の生活困窮者自立支援法施行に伴う制度改正により、本事業は困窮者支

援の連携施策と位置付けられた。 

【参考】 

・平成 30 年度 資金相談員配置数 30 人（市町村社協 28 人 （25 社協）、県社協 2人） 

・平成 29 年度 貸付決定件数 757 件（521,951,987 円） 

（内訳：福祉資金福祉費 97 件、教育支援資金 454 件、緊急小口資金 188 件、総合支援

資金 15 件、要保護世帯向け不動産担保型生活資金 2件、臨時特例つなぎ資金 1件） 

・平成 30 年 3 月末・貸付中件数（金額）※不動産除く 10,755 件 （5,933,114,656 円） 

・平成 29 年度 償還率 35.3％ （全国平均 14.4％） 

・平成 30 年度 償還指導面接会 市町村社協による対象選定数 1,115 件 

課  題 

１  補助金財源の終了により、事業の実施に必要な相談員配置のための財源確保が困

難となっている。現在は経過措置による原資取崩しと県補助で予算措置されているが、

今後については未定。今後、2021年度末には年金担保融資廃止後の代替制度の一つ

となることが見込まれ、現状の体制維持が必要。 

２  相談世帯が抱える課題が多様化・複雑化しており、生活福祉資金相談員等、支援に

関わる職員には、制度理解や総合的な相談対応力及び、他機関との連携等が求めら

れている。多くは非正規職員であり、資質向上への取組が重要となる。 

３  貸付中件数が増加する中、債権者として適切な債権管理を行う必要がある。また、滞

納世帯等、貸付中世帯へ対する相談支援が求められている。 

計画最終年度まで

の目標（量的目標・

質的目標） 

１  事業の実施に必要な相談員配置のための財源確保について、今後の制度や施策の

動向を踏まえ対応し、現状の体制維持を目指す。 

２  市町村社協の生活福祉資金担当職員、相談員及び県内の自立相談支援機関の職

員を対象とし、年2回の研修（初任者向け・現任者向け）を実施し、支援に関わる職員の

制度理解や資質向上を図る。 

３  市町村社協の協力を得て適切な債権管理を行う。 

（1） 滞納世帯には、市町村社協を会場とした償還指導面接会を実施し、償還率の維持

向上に努めるとともに、世帯の課題解決のための相談支援を行う。 

（2） 悪質な長期滞納世帯には特別督促を実施の上、必要な場合には法的措置を実施

する。 

年度別計画 

2019 年度(Ｈ31) 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

 

 

 

 

 

 

 

300 件 

 

 

 

 

 

 

 

300 件 

 

 

 

 

 

 

 

300 件 

 

 

 

 

 

 

 

300 件 

 

 

 

 

 

 

 

300 件 

備考 
（評価指標）  

●貸付中世帯への相談支援件数 

適正な相談員配置数の維持（事業実施体制の継続） 

研修会の実施（支援に関わる職員の資質向上） 

償還指導面接会の実施（適切な債権管理及び相談支援） 

●貸付中世帯への相談支援件数 
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項

目

分

類 

基本的な役割 １ 県民の生活課題の解決 

推 進 項 目  (1) 生活課題を抱える住民の支援 

事 業 の 名 称 ⑤ 福祉人材確保等貸付事業 

新 規 ・ 継 続 継続 

財 源 補助金 

担 当 部 福祉経営支援部 

概  要 

福祉人材の確保等を目的とした次の貸付事業を実施 
１ 介護福祉士修学資金等貸付事業 
２ 保育士修学資金貸付等事業 
３ ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業 
４ 児童養護施設退所者等に対する自立支援資金貸付事業 
 

課  題 

１ 貸付制度の周知方法の工夫による利用の促進 
２ 現在貸付を受けている借受人に対する手続方法の明示 
３ 返還金滞納者への対応（債権管理） 
 

計画最終年度まで

の目標（量的目標・

質的目標） 

１ 介護福祉士・社会福祉士・保育士の各養成施設、児童養護施設、ハローワーク等
の関係機関への制度の周知、活用の促進 

２ 貸付金の交付及び返還手続に係る支援等、適切な債権管理の実施 
 
 

年度別計画 

2019 年度(Ｈ31) 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

備考 
（評価指標） 

●貸付件数 

  

●＜新規貸付＞ 

150 件     150 件     150 件      150 件     150 件 

●＜新規貸付＞ 

38 件      38 件      33 件 

【介護福祉士修学資金等貸付事業】 

【保育士修学資金貸付等事業】 

【ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業】 

＜債権管理＞ 

在学・在職確認、分割交付、返還免除、返還手続等への対応 

＜利用促進に向けた継続的な周知＞ 

介護福祉士養成施設、高校（教育委員会等）、保育士養成施設、県内行政機関、児

童養護施設等 

※各貸付事業の実施期間によって、説明内容を再検討する 

●＜新規貸付＞ 

11 件      11 件      11 件      11 件     11 件 

●＜新規貸付＞ 

8 件       8 件       8 件       8 件      8 件 

◎全事業共通◎ 

【児童養護施設退所者等に対する自立支援資金貸付事業】 

新規貸付終了 

（債権管理を継続） 
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項

目

分

類 

基本的な役割 １ 県民の生活課題の解決 

推 進 項 目  (1) 生活課題を抱える住民の支援 

事 業 の 名 称 ⑥ IWATE あんしんサポート事業 

新 規 ・ 継 続 継続 

財 源 自主財源（経営者協議会特別会費） 

担 当 部 福祉経営支援部 

概  要 

社会福祉法人が種別を超えて連携・協力し、制度の狭間にいる方々の自立を支援する

新たなセーフティネットを構築するほか、アウトリーチを伴う活動によって地域の福祉課題

を把握し、新たな社会資源を創出する。 

１ 対象：県内の生活困窮世帯等 

２ 体制：経営相談員 1人 

３ 事業内容 

(1) あんしんサポート相談員の養成 

(2) 相談員の配置 

(3) 生活困窮世帯等への支援 

(4) 中間的就労の場「就労準備ボランティア」の実施 

(5) 子どもの居場所「フリースペース」の実施 

４ 実績 

(1) 生活困窮世帯等の自立支援    

年度 
支援件数 

（件） 
支援金額 

（円） 
参画法人数 

（法人） 
相談員数 

（人） 

H27（モデル事業） 19 441,398 25 41 

H28（モデル事業） 93 1,366,338 35 61 

H29 118 2,406,947 63 113 

H30※12 月末時点 80 1,828,344 76 175 

(2) 就労準備ボランティア（中間的就労）  

年度 登録法人数(法人) 体験者数(人) 

H29（モデル事業） 2 2 

H30※12 月末時点 6 1 

(3) フリースペース（子どもの居場所） 

年度 登録法人数(法人) 開催回数(回) 参加者数(人) 

H30（モデル事業） 
※1 月末時点 

1 6 13 
 

課  題 

現在は経営者協議会特別会費が財源となっているが、現状は事業費のみであり、担当

者 1人分の人件費は経営協事業費と経営サポート事業費から賄っている状況。 

今後、継続的に事業を実施していくためには、更なる参画法人を獲得していく必要があ

る。これを踏まえて、当面は 100 法人の参画を目標とし、段階的に参画法人を拡大してい

くこととする。 

計画最終年度まで

の目標（量的目標・

質的目標） 

毎年 10 法人程度の参画法人の獲得を目標とする。 
【参考】平成 30 年度 参画法人 76 法人 

年度別計画 

2019 年度(Ｈ31) 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

 

 

80 法人 

 

 

90 法人 

 

 

100 法人 

 

 

100 法人 

 

 

100 法人 

備考 
（評価指標） 

 ●参画法人数 

生活困窮者等の自立支援 

●参画法人 
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項

目

分

類 

基本的な役割 １ 県民の生活課題の解決 

推 進 項 目  (1) 生活課題を抱える住民の支援 

事 業 の 名 称 ⑦ 盛岡圏域生活困窮者自立相談支援事業 

新 規 ・ 継 続 継続 

財 源 委託費・生活福祉資金貸付事業・自主財源 

担 当 部 地域福祉企画部 

概  要 

１ 盛岡広域振興局から生活困窮者自立支援法に基づく自立相談支援事業及び家計相

談支援事業を受託し、盛岡局管内5町（雫石町、葛巻町、岩手町、紫波町及び矢巾町）

で実施。 

２ 生活支援相談室内に「いわて県央生活支援相談室」を設置し、主任相談支援員 1 人、

相談支援員兼就労支援員兼家計相談支援員 1 人、相談支援員兼就労支援員兼生活

福祉資金相談員 1人、生活福祉資金相談員兼家計相談支援員 1人を配置。 

３ 平成 30 年 10 月施行の改正法において「都道府県の市等の職員に対する研修等事

業」が創設、努力義務化されている。 

課  題 

１ 生活困窮者の把握 

新規相談者の増加傾向を踏まえると、いまだ相談につながっていない生活困窮者は

一定数存在すると考えられ、生活困窮者を把握するための体制づくりと、併せて、相談

者数の増加に適切に対応するための事業実施体制の充実が必要。 

  【新規相談数】平成 27 年度 161 件、平成 28 年度 222 件、平成 29 年度 302 件 

２ 関係機関との連携体制の充実 

生活困窮者は、複合的かつ多様な生活課題を抱えているケースが多く、関係機関等

との連携、協働に基づく支援体制の充実が必要。 

３ 県内の生活困窮者自立支援の充実 

相談件数が増加し困難事例が累積する中、生活困窮者が自立生活に向けた適切な

支援が受けられるよう、支援の質の向上と支援員の支援体制の充実が必要。 

計画最終年度まで

の目標（量的目標・

質的目標） 

１ 町及び町社協の広報紙・ホームページ等への掲載や関係機関への周知等により住民

への周知を図るとともに、支援調整会議等を活用し、地元関係機関と連携しながら情報

共有を進める。 

２ プランに基づく支援を推進するとともに、支援調整会議を各町で定期的に開催し関係

機関との支援調整・情報共有の充実を図る。 

３ 市町村社会福祉協議会部会による事例研究会の開催と県が平成 32 年度から実施す

る人材養成研修の受託の検討等、支援員の支援体制づくりを進める。 

年度別計画 

2019 年度(Ｈ31) 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 
（評価指標） 

 ●新規相談数 ●プラン作成数 

 

事業継続期間（3 年） 

※2020 年度に 2021 年度事

業コンペ 

事業継続期間（3 年） 

事例研究会の開催、人材養成研修の受託等、 

支援員の支援体制づくり 

研修事業

等受託検

討 

●新規相談数 264 件（月 22 件） 

●プラン数作成 78 件 
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項

目

分

類 

基本的な役割 1 県民の生活課題の解決 

推 進 項 目  (2) 住民の権利擁護と福祉サービスの利用支援 

事 業 の 名 称 ① 日常生活自立支援事業 

新 規 ・ 継 続 継続 

財 源 補助金・委託金・自主財源（法人繰入金） 

担 当 部 地域福祉企画部 

概  要 

１ 社会福祉法に規定され、介護保険制度施行前の平成 11 年度から事業開始。認知症 

高齢者、知的障がい、精神障がい等で、判断能力が不十分な者に、福祉サービスの利 

用援助及び日常的金銭管理サービス等を提供。 

２ 本会が事業主体で 12 基幹社協（盛岡市、滝沢市、八幡平市、花巻市、北上市、奥州

市、一関市、大船渡市、釜石市、宮古市、久慈市、二戸市）に業務の一部を委託し、基

幹社協の 18 人の専門員と、市町村社協の生活支援員 191 人が利用者支援を実施。 

３ 平成 29 年 3 月に成年後見制度利用促進基本計画が閣議決定され、平成 30 年 4 月

から県の委託を受けて各基幹社協に成年後見コーディネーター0.5 人を配置。 

課  題 

１ 利用者数が 990 人を超え、今後も利用者の拡大が見込まれるが、専門員 1 人当たりの

担当する利用者数の平均は 55 人で、国の配置基準に基づく適切な支援体制が整備さ

れていない（国の配置基準：専門員 1人当たり利用者 35 人）。 

２ 利用者の中には成年後見制度の利用が望ましい方が一定数いるものの、成年後見制 

度の体制整備が不十分なために移行が進まず、日常生活自立支援事業の適正な運用 

が困難となっている。 

 【参考】両制度の利用状況（平成 30 年 6 月末現在）             （単位：人） 

 全国 岩手県 

日常生活自立支援事業 約 5 万人 990 人 

成年後見制度 約 21 万人 1,722 人 

３ 利用者が抱える課題の複雑化に伴う、専門員の支援の質の確保、成年後見制度を始

めとした諸制度、関係機関との連携が課題。 

計画最終年度まで

の目標（量的目標・

質的目標） 

１ 利用者数に応じた専門員の適正配置を図る。 

２ 県と協力して成年後見制度の体制整備を推進しつつ、日常生活自立支援事業の適切

な利用を進める。 

３ 専門員及び生活支援員等のアセスメント及びモニタリング力の向上を目的とした研修

の充実、成年後見制度の申立等で連携する関係機関を対象とした研修を継続的に実

施する。 

年度別計画 

2019 年度(Ｈ31) 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

 

 

1,020 人 

 

 

 

30 人 

 

 

 

1,020 人 

 

 

 

 30 人 

 

 

1,020 人 

 

 

 

30 人  

 

 

1,020 人 

 

 

 

     

 

 

1,020 人 

 

 

 

     

備考 

（評価指標） 

●日常生活自立支援事業の実利用者数 

●成年後見コーディネーターによる移行支援者数（他機関支援引継ケースも含む。） 

 

●日常生活自立支援事業の実利用者数 

●成年後見コーディネーターによる移行支援者数 

（成年後見制度利用促進基本計画～2021 年度末まで） 
継続協議 

・専門員・生活支援員対象研修（新任及び現任） 

・成年後見制度関係機関対象研修 
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項

目

分

類 

基本的な役割 1 県民の生活課題の解決 

推 進 項 目  （2） 住民の権利擁護と福祉サービスの利用支援 

事 業 の 名 称 ② 福祉サービス苦情解決事業 

新 規 ・ 継 続 継続 

財 源 補助金・自主財源（法人繰入金） 

担 当 部 福祉サービス運営適正化委員会 

概  要 

１ 社会福祉法に基づき、福祉サービスに関する利用者等からの苦情について中立・公正

な立場から適切な解決を図る。 

２ 事業所巡回訪問や研修会を実施し、県内福祉サービス提供事業所における苦情解決

の体制整備を支援。苦情をサービスの質の向上に生かす取組の促進に努める。 

課  題 

１ 苦情・相談受付件数は年々増加しており、利用者への事業の周知がなされていると同

時に、各事業所又は関係機関における職員への苦情解決体制の周知不足、適正化委

員会に対する理解不足が見られる。 

 ＜参考＞ 適正化委員会における苦情・相談受付件数の推移 

                                         （単位：件） 

 H25 H26 H27 H28 H29 

苦情 20 26 30 62 62 

一般相談 20 25 35 30 61 

２ 特に障がい者分野の苦情・相談では解決の兆しが見えない相談が増加している。この

ことが事業者の疲弊や、具体的対応の欠如につながり、根本的な解決に至らないケー

スが増えている。 

３ 苦情・相談内容の多様化により、従来の対応方法では解決が困難な事例が増加してい

る。各事業所における苦情解決技術の向上が求められる。 

計画最終年度まで

の目標（量的目標・

質的目標） 

１ 事業所巡回訪問や研修会を継続的に実施し、より良い苦情解決に向けた取組の促進

と正確な事業周知を図る。 

・ 事業所巡回訪問 200 か所（4 かヵ所×5 年） 

・ 苦情解決セミナー5 回（1 回×5 年） 

・ 基礎研修 50 回（10 回×5 年）、応用研修 10 回（2 回×5 年） 

・ 講師派遣 10 回（2 回×5 年） 

２ 事業所との情報交換で現場における苦情解決の実態を把握し、苦情解決業務に活用

する。 

年度別計画 

2019 年度(Ｈ31) 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

 

 

 

40か所 

 

 

 

15回 

 

 

 

40 か所 

 

 

 

15 回 

 

 

 

40 か所 

 

 

 

15 回 

 

 

 

40 か所 

 

 

 

15 回 

 

 

 

40 か所 

 

 

 

15 回 

備考 
（評価指標） 

●訪問事業所数  ●セミナー、研修会開催回数及び講師派遣回数 

 

●事業所巡回訪問の実施（訪問事業所数） 

●苦情解決セミナー、研修会、講師派遣の実施 
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項

目

分

類 

基本的な役割 １ 県民の生活課題の解決 

推 進 項 目  (3) 民生委員・児童委員の活動支援 

事 業 の 名 称 ① 民生委員・児童委員活動支援事業 

新 規 ・ 継 続 継続 

財 源 県受託金、県補助金、全民児連助成金、岩手県民生委員児童委員協議会 

担 当 部 地域福祉企画部 

概  要 

民生委員は児童委員を兼務し、地域の身近な相談役として、住民の生活上の課題の把

握、つなぎ役として活動を行っている。主任児童委員は児童委員の中から指名され、子ど

もや子育てに関する支援を担当。本県では平成 30 年 11 月で主任児童委員を含み定員

3,763 人、実員数は 3,689 人で欠員 74 人。沿岸部で欠員が多い。 

民生委員の組織として市では一定区域ごと、町村は 1 区域で法定単位民児協を設置。

各民児協では定例会で委員の連携を図り、課題を抱える住民等の支援方法を検討する。 

本会は、民生委員活動の支援を目的とし、市町村民児協の連絡調整、調査研究や民

生委員を対象とした各種研修を実施するとともに、事務局を受託している。 

平成 30 年度の研修事業予算額は 2,521 千円（県受託金 1,005 千円、全民児連互助共

励事業助成金 382 千円、県民児協 1,134 千円） 

課  題 

１ 近年、困窮、虐待、消費者問題、災害発生など地域での生活課題の多様化・深刻化に

より、課題を抱える住民が増加し、民生委員の活動負担が増加している。 

２ 県民児協の調査によれば、約半数の市町村では民生委員が訪問活動等で把握した課

題について、他機関と協働できる場又は引き継ぎできる場が無いとしている。 

３ ２期目までの経験の浅い民生委員が約 6割を占めている。 

４ 民生委員のなり手の確保が進まない。 

５ 東日本大震災で被害を受けた沿岸部では住環境の変化に伴い、見守りの必要性が高

まっている。 

計画最終年度まで

の目標（量的目標・

質的目標） 

１ 中期ビジョンの策定により新任委員への研修を効果的に行い、早期の退任を防ぐ。 

２ 東日本大震災被災地における民生委員活動の課題に関する情報交換会と、震災によ

る委員活動負担増に係る活動費補助を継続し、被災地の民生委員の負担を軽減する。 

年度別計画 

2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

【一斉改選】 
 
 
 
 
 

400 人 
 
 

600 人 
 
 

150 人 
 
 
 

 
 

1,350 人 
 
 
 

500 人 
 
 

400 人 
 
 

150 人 
 
 
 

 
 

1,350 人 
 
 
 

400 人 
 
 

400 人 
 
 

150 人 
 
 
 

【一斉改選】 
 
 
 
 
 

400 人 
 
 

600 人 
 
 

150 人 
 

 
 

1,350 人 
 
 
 

500 人 
 
 

400 人 
 
 

150 人 
 

備考 

（評価指標） 

●研修への参加者数 

 

●新任研修 

●中堅研

修 

●新任研修 

●会長・副会長研修(一斉改選年度は 4会場で分散開催) 

●主任児童

委員研修 

●相談事業研修 

情報交換会 

活動費補助 

●主任児童委員研修 
●中堅研

修 
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項

目

分

類 

基本的な役割 １ 県民の生活課題の解決 

推 進 項 目  (4) 東日本大震災からの復興支援と災害時対応体制の整備 

事 業 の 名 称 ① 東日本大震災被災者生活支援事業 

新 規 ・ 継 続 継続 

財 源 補助金 

担 当 部 地域福祉企画部 

概  要 

東日本大震災被災者支援のため、平成23年 8月から生活支援相談員が配置されてい

る。平成 30 年度は、国の被災者支援総合交付金を財源（国 10/10）とし、19 市町村社協

に 159 人、県社協に 4人、計 163 人を配置。平成 30 年度交付決定額 550,305 千円。 

生活支援相談員は、被災者の生活課題に寄り添った訪問を中心とした個別支援と、震

災や度重なる転居で失われたつながりの再構築を目指す地域支援として、サロン、住民支

え合いマップ、自治会支援等の活動を展開している。 

本会では、生活支援相談員の資質向上を図る研修のほか、フェイスブック、ニュースレ

ター、活動事例集作成等による情報発信や調査研究を行い、生活支援相談員活動を支

援している。 

課  題 

１ 支援を要する被災者 

  高齢化、度重なる転居による環境変化、孤立、困窮等、被災者の抱える生活課題は深

刻化・複雑化している。調査研究において作成した世帯アセスメント基準を実施した結果、

少なくとも約 8,700 世帯（平成 30 年 9 月末現在）が生活支援相談員による支援継続を必

要としている。 

２ 生活支援相談員活動体制の維持 

国の定めた復興期間は 2020 年度末までであり、生活支援相談員配置財源である被

災者支援総合交付金も終了することとなっている。現時点では、国の本事業継続や新た

な仕組みなどの方針が出されてない。 

３ 個別支援と地域支援の融合 

  被災者の個々が抱える事情に沿った個別支援と同時に、住まいの移行が終盤を迎え

る時期に住民の主体形成と福祉コミュニティの形成を目指す地域支援に重点を置いた活

動が必要となっている。 

計画最終年度まで

の目標（量的目標・

質的目標） 

１ 生活支援相談員活動体制の維持・継続 

  2020 年度までは活動体制は維持できる見込み。震災被害の大きかった地域では、復

興期間終了後も少なくとも 3 年程度（2023 年度まで）は、配置人数は低減しつつも生活支

援相談員あるいは類似機能の継続を目指す。 

２ 新たな仕組みとして地域支援活動拠点の実施 

  アウトリーチ、居場所づくりを含めた生活支援サービスの開発、住民の主体的互助の促

しと地域アセスメントと目的とした住民支え合いマップの取組を行う地域支援拠点づくり

を、モデル的に2年間実施する。また、「いわて“おげんき”見守りシステム」の活用を図る。 

年度別計画 

2019 年度(H31) 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

 

 

141 人 

 

6 か所 

 

 

141 人 

 

6 か所 

 

   

備考 
（評価指標）  

●新たな仕組みとしての地域支援拠点数 

 

生活支援相談員配置人数は 

低減しつつも活動体制は維持し、 

地域支援活動拠点数は増加 

生活支援相談員活動体制の維持 

●地域支援活動拠点 

調査研究・ 

活動マニュアルの発行 

いわて“おげんき”見守りシステムの活用 運用要領・申込様式等整備 
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項

目

分

類 

基本的な役割 １ 県民の生活課題の解決 

推 進 項 目  （4） 東日本大震災からの復興支援と災害時対応体制の整備 

事 業 の 名 称 ② 災害復興基金事業 

新 規 ・ 継 続 継続 

財 源 災害復興基金 

担 当 部 総務部 

概  要 

東日本大震災後に本会に寄せられた寄付金のうち、特に使途明示のない寄付

により「災害復興基金」を創設し、本会や市町村社協等が行う被災者支援活動の

財源として活用。 

平成 28 年度からは東日本大震災以外の災害に伴う支援活動も対象。 

1 復興基金積立額の推移                 （単位：千円） 

 積立額 取崩額 年度末残高 

～平成 22 年度 5,559 － 5,559 

平成 23 年度 150,662 0 156,221 

平成 24 年度 19,263 28,000 147,484 

平成 25 年度 32,151 13,047 166,588 

平成 26 年度 7,205 10,141 163,652 

平成 27 年度 5,555 11,398 157,809 

平成 28 年度 5,083 22,694 140,198 

平成 29 年度 4,865 14,921 130,142 

計 230,343 100,201  

2 平成 29 年度事業執行状況                （単位：千円） 

 市町村社協 
県社協 計 

件数 金額 

助 成 金 3 5,401 － 5,401 

事 業 費 － － 9,520 9,520 

計 3 5,401 9,520 14,921 
 

課  題 

東日本大震災被災者支援活動に加え、毎年、全国各地で発生する地震や台風等
の自然災害への被災者支援活動を行うための財源としても活用しており、災害
復興基金を永続的に保有することが必要になっている。 

計画最終年度まで

の目標（量的目標・

質的目標） 

１ 寄附金等を災害復興基金に繰入れて基金の増額を図る。（毎年 2,000 千円以
上） 

２ 東日本大震災被災者支援活動及び他の災害に係る支援活動の財源として活
用する。 

年度別計画 

2019 年度(H31) 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

     

備考 

（評価指標） 

なし 

 

寄附金等を災害復興基金へ繰入れ（目標：毎年度 2,000 千円） 

被災者支援活動への助成等（目標：毎年度 10,000 千円） 
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項

目

分

類 

基本的な役割 1 県民の生活課題の解決 

推 進 項 目  (4) 東日本大震災からの復興支援と災害時対応体制の整備 

事 業 の 名 称 ③ ボランティア・市民活動センター事業（災害発生時） 

新 規 ・ 継 続 継続 

財 源 補助金、共募配分金 

担 当 部 地域福祉企画部 

概  要 

平常時は、所長（兼務）1 人、担当 1 人の体制で、県や市町村社協、災害支援系 NPO

との連携のもと、災害ボランティアコーディネートに関する研修やマニュアルの改訂、県総

合防災訓練の場を活用した訓練を実施。 

災害発生時は、当協議会災害ボランティアセンター設置し、被災現地調査や市町村社

協及び県外社協からの応援職員派遣調整等を実施。 

課  題 
１ 災害発生時の当協議会による市町村社協支援体制が未整備であること。 

２ 災害 VC 設置・運営及び支援方法について、改善の必要があること。 

計画最終年度まで

の目標（量的目標・

質的目標） 

１ 2019 年度に、当協議会災害 VC設置運営マニュアルを改訂する。 

２ 市町村社協災害ＶＣ設置運営マニュアルを隔年で改訂する。 

３ 毎年度、県総合防災訓練において、災害ＶＣ設置・運営訓練を実施する。 

年度別計画 

2019 年度(H31) 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

（評価指標） 

●県社協災害ＶＣ設置・運営マニュアル、市町村社協災害ＶＣ設置・運営マニュアル改訂

の実施回数 

 

 

●県社協災

害 VC設置・

運営マニュア

ルの改訂 

●県社協災

害 VC設置・

運営マニュア

ルの改訂 

 

●県社協災

害 VC設置・

運営マニュア

ルの改訂 

 

●市町村社

協災害ＶＣ

設置・運営

マニュアル

の改訂 

●市町村社

協災害ＶＣ

設置・運営

マニュアル

の改訂 

●市町村社

協災害ＶＣ

設置・運営

マニュアル

の改訂 

災害ボラン

ティアコーデ

ィネーター

研修会の開

催 

災害ボラン

ティアコーデ

ィネーター

研修会の開

催 

災害ＶＣ設置・運営訓練 
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項

目

分

類 

基本的な役割 １ 県民の生活課題の解決 

推 進 項 目  (4) 東日本大震災からの復興支援と災害時対応体制の整備 

事 業 の 名 称 ④ 災害時広域支援ネットワーク（災害派遣福祉チーム）推進事業 

新 規 ・ 継 続 継続 

財 源 受託金、自主財源 

担 当 部 福祉経営支援部 

概  要 

１ 岩手県災害派遣福祉チーム 
派遣主体は、「岩手県災害福祉広域支援推進機構」。種別協、職能団体、保健・

医療・行政等関係機関等 26 団体で構成される。県の決定に基づき、大規模災
害時に、主に一般避難所にチームを派遣し、要配慮者の支援に当たる。 
本部：県地域福祉課  事務局：当会  

２ 登録チーム員数 
 296 人（平成 31 年 1 月末時点） 
 ※ 平成 25 年度から延べ約 400 人の新規チーム員を養成してきたが、職場

や家庭の事情等により、年に 15 人程度登録辞退者が発生している。 
３ 事務局の主な役割 
(1) 平常時 

チーム員の募集・登録、養成研修（登録・スキルアップ１・スキルアッ
プ２）・訓練の実施、資機材等の管理 

(2) 大規模災害時 
チームの編成、チームの派遣の手続、関係機関との連絡調整 

４ 派遣実績 

平成 28 年 
4～5 月 

熊本地震（熊本県益城町）先遣+4 チーム（24 人） 

平成 28 年 
8～10 月 

平成 28 年台風 10 号（岩手県岩泉町）先遣+7 チーム（54 人） 

平成 30 年 
7 月 

西日本豪雨（岡山県倉敷市真備地区） 
岡山チームサポート 2 人+2 チーム（8 人） 

 

課  題 

１ 派遣活動に対応できる安定的な組織体制の維持 
 (1) 安定的なチーム員数（300 人以上）の確保 
 (2) チーム員及び事務局のスキルアップ 
２ その他（県等と協力して推進する主な事項） 

(1) 大規模災害時を想定した、市町村及び福祉・医療関係機関との連携体制の
強化 

(2) チーム員の養成体制・活動マニュアル等の継続的な検証 
(3) チーム員組織及び拠点（後方支援）法人の確立 
(4) 災害ボラセン・種別協等との連携 

計画最終年度まで
の目標（量的目標・

質的目標） 

安定的なチーム員数（300 人以上）の確保及びチームのスキルアップのための

各種研修会・訓練の実施 

 

年度別計画 

2019 年度(H31) 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

 

 

 

 

   

 

 

   

   

 

   

   

 

   

   

備考 

（評価指標） 

●チーム員登録数 

 

●新規募集及び養成研修（各研修 1 回/年）・訓練（随時）の実施 
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項

目

分

類 

基本的な役割 ２ 住民の福祉活動の振興 

推 進 項 目  (1) ボランティア活動の振興と福祉教育の推進 

事 業 の 名 称 ① ボランティア・市民活動センター事業（平常時） 

新 規 ・ 継 続 継続 

財 源 県補助金、共募配分金 

担 当 部 地域福祉企画部 

概  要 

住民相互に支え合う機運の醸成とボランティア活動の拡充を通じ、誰もが住み慣れた地

域で安心して暮らし続けることができる地域づくりを目指し、次のような取組を進めている。 

○ 住民の日常生活を支えるボランティア・社会貢献活動の普及及び支援 

○ ボランティア及び活動推進を担う人材の育成 

○ 県民へのボランティア活動情報及び活動機会の提供 

○ 地域で育む福祉教育の普及・推進 

○ ＶＣの支援 

課  題 
１ 地域アセスメントの取組や住民の福祉意識の向上を図る取組が十分でないこと。 

２ ＶＣの存在価値を明確化できておらず、ＶＣ機能が十分に発揮できていないこと。 

３ ＶＣの広報力が低く、地域課題や社協の取組を発信できていないこと。 

計画最終年度まで

の目標（量的目標・

質的目標） 

１ 2023 年度までに、ボラ連等多様な機関との協働の上、地域ニーズの把握や住民が自

ら取り組む支え合い活動の活性化を図るとともに、誰も排除せず、地域の中で包み込ん

でいく考え方が地域に根づくよう福祉教育メニューの展開ができている。 

２ 2023 年度までに、社協ＶＣの役割や機能を社協内外が理解しており、各市町村社協で

ニーズ把握、活動メニュー提供、ボランティア養成等のＶＣ機能が果たせている。 

３ 2023年度までに、県社協及び市町村社協の広報力が強化され、地域課題や社協の取

組を的確かつ端的に伝えることができている。 

年度別計画 

2019 年度(H31) 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１つ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２つ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３つ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

（評価指標） 

●福祉教育メニューの実施数 

 

地域で育む

福祉教育モ

デル事業 

(終了) 

●福祉教育メニューの展開 

ボランティアの集い 

福祉教育メ

ニューの開

発 

ボランティア体験ｉｎいわて 

出前講座 

活動研究会 

コーディネー

ター研修会 

コーディネー

ター研修会 

コーディネー

ター研修会 
広報研修会 広報研修会 

ＨＰ改修の企画検討 ＨＰ改修 
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項

目

分

類 

基本的な役割 ２ 住民の福祉活動の振興 

推 進 項 目  (2) 情報発信機能の強化 

事 業 の 名 称 ① 機関紙発行事業及びホームページ等による情報発信事業 

新 規 ・ 継 続 継続 

財 源 共同募金配分金・自主財源 

担 当 部 総務部 

概  要 

１ 機関紙「パートナー」発行事業 

(1) 県社協が行う各種事業の取組状況等を掲載して、県社協への理解と協力を促進す

るとともに、市町村社協や福祉施設等が取り組む先進的な活動事例を掲載すること

により、地域福祉推進への関心を高めることを目的に発行。 

(2) 県社協会員である市町村社協や社会福祉施設関係者のほか、一般購読者、企業

及びその他関係機関団体等、約 2,400 か所に、毎号 5,000 部を年 6 回発行。 

２ ホームページ等による情報発信事業 

(1) 本会が実施する各種事業をホームページで紹介するとともに、災害発生時には災

害ＶＣ活動情報を発信 

(2) ふれあいランド岩手は、独自のホームページにて詳細情報を発信 

(3) 機関紙「パートナー」は、本会ホームページ上でも閲覧可能 

 

 

課  題 

１ 機関紙やホームページだけでは、県社協が実施している事業を広く県民に届けること

が難しいため、マスコミなどのメディアの活用が必要。 

２ ホームページは、災害発生時等の非常時における情報発信の役割も担っているが、こ

れに加えてフェイスブックなどのＳＮＳを始めとしたリアルタイムに情報提供ができるツー

ルの利用・拡大が必要。 

 

 

計画最終年度まで

の目標（量的目標・

質的目標） 

１ 本会が実施する事業等の情報を、新聞、テレビ等のマスメディアに対し、定期的（毎月）

に提供する。 

２ ホームページを随時見直しするとともに、ＳＮＳを活用したリアルタイムな情報提供ツー

ル導入を検討する。 

 

 

年度別計画 

2019 年度(H31) 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 160,000 回 

 

 

 

 

 

 

 

170,000 回 

 

 

 

 

 

 

 

180,000 回 

 

 

 

 

 

 

 

 

190,000 回 

 

 

 

 

 

 

 

200,000 回 

備考 

（評価指標） 

●ホームページへのアクセス数 

 

機関紙「パートナー」の発行（年 6 回） 

ＨＰの随時見直し ●アクセス数 20 万回(毎年 1 万回増) 

ＳＮＳ情報発信ツール導入検討 ＳＮＳ情報発信ツール利用 

マスコミへの情報提供（毎月） 
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項

目

分

類 

基本的な役割 ３ 福祉人材の養成と確保 

推 進 項 目  (1) 福祉人材の養成とスキルアップ支援 

事 業 の 名 称 ① 社会福祉従事者等研修・資格取得講座 

新 規 ・ 継 続 継続 

財 源 受講料、委託料（介護職員実務者研修） 

担 当 部 福祉人材研修部 

概  要 

社会福祉従事者に対し福祉職員としての心構えや自覚を高めるとともに、現
場実践及び専門資格取得に必要な基礎知識・技術等の修得を図り、県内におけ
る専門的な福祉人材の養成とスキルアップを図る。 

課  題 

１ 時代の状況に即したニーズが高い研修の企画・実施 

２ 岩手県立大学や岩手県社会福祉事業団等、福祉職を対象とした研修会を企
画・実施している他団体との調整や役割分担 

３ 有料研修受講者の確保 

 

計画最終年度まで

の目標（量的目標・

質的目標） 

 福祉職を対象とした研修会を企画・実施している他団体と調整し、時代の状況に則したニ

ーズが高い研修を企画・実施し、県内福祉従事者の専門性の向上とスキルアップを図る。 

年度別計画 

2019 年度(H31) 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

     

備考 
（評価指標） 

●各研修会参加者数 

 

●介護職員実務者研修（スクーリング）修了者（50 人／年） 

 

 

 
●社会福祉従事者新任職員研修会受講者（年 1 回開催／150 人） 

●社会福祉従事者中堅職員(リーダー）研修会受講者（年 1 回開催／100 人） 

●リスクマネジメント講座受講者（年 1 回開催／200 人） 

 

●介護支援専門員実務研修受講試験準備講習会受講者（年 1 回開催／40 人） 
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項

目

分

類 

基本的な役割 ３ 福祉人材の養成と確保 

推 進 項 目  (1) 福祉人材の養成とスキルアップ支援 

事 業 の 名 称 ② 介護職員等医療的ケア研修事業 

新 規 ・ 継 続 継続 

財 源 県委託金・受講料 

担 当 部 福祉人材研修部 

概  要 

社会福祉士及び介護福祉士法の一部改正（平成 24 年 4 月 1 日施行）によ

り、喀痰吸引及び経管栄養の医行為が介護福祉士の業として行いうる「日常生

活を営むのに必要な行為であって、医師の指示の下に行われるもの」に該当す

るとして、所定の研修修了者が県の認定を得て一定要件の下に喀痰吸引等を実

施することができることになった。 

本研修事業は、この認定を得るために必要な研修のうち、不特定の者に対す

る喀痰吸引等を実施できる第一号・第二号研修及び指導者養成講習を県の委託

の下に行い、登録研修機関として第三号研修を実施している。 

1 研修の種類 

(1) 第一号・第二号研修 

不特定の者を対象に喀痰吸引等を行うことができる介護職員等を養成 

基本研修（講義 8 日 50 時間、筆記試験、演習 4 日）、実地研修 

(2) 第三号研修 

特定の者を対象に喀痰吸引等を行うことができる介護職員等を養成 

基本研修（講義・演習 2 日 11 時間、筆記試験）、実地研修 

(3) 指導者養成講習（第一号、第二号） 

第一号・第二号研修の演習及び実地研修講師及び指導看護師を養成 

講義１日演習 3 日。対象：医師、保健師、助産師又は看護師 

2 実施体制 

研修実施委員会、試験問題作成委員会、合否判定委員会 

課  題 

１ 基本研修の演習における演習指導看護師の確保 

２ 指導者養成講習の受講者数の確保 

計画最終年度まで

の目標（量的目標・

質的目標） 

１ 第一号・二号研修修了者（1,250 人／5 年） 

２ 第三号研修修了者（50 人／5 年） 

３ 指導者養成講習の修了者（250 人／5 年） 

  指導者養成講習の修了者を増やし、修了者目標を達成する。 

年度別計画 

2019 年度(H31) 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

備考 
（評価指標） 

●一号・二号研修受講者数 

 

●第一号・二号研修修了者数（250 人／年） 

 
第三号研修修了者数（10人／年） 

 
指導者講習修了者（50人／年） 
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項

目

分

類 

基本的な役割 ３ 福祉人材の養成と確保 

推 進 項 目  (2) 福祉人材の確保とマッチングの強化 

事 業 の 名 称 ① 福祉人材センター運営事業 

新 規 ・ 継 続 継続 

財 源 県委託料 

担 当 部 福祉人材研修部 

概  要 

社会福祉法に基づき、福祉サービスのニーズに対応できる良質な福祉人材の

確保・定着を主たる目的として、都道府県知事が都道府県ごとに福祉人材セン

ターを指定している。本県では、平成 4 年から県社協にセンターを設置し、無

料職業紹介事業を中心に福祉人材確保･育成･定着のため下記の事業を実施。 

＜主な事業＞ 

① 求人・求職の登録及びあっせん 

② 福祉の就職総合フェア･講座の開催 

③ 福祉人材の掘り起こし事業 

④ 福祉人材の就労支援の事業 

⑤ 福祉の仕事紹介事業（出前講座） 

課  題 

人口の高齢化や国の施策による保育受入れ体制整備等により福祉を担う人材確保が

求められているのに対して、人口（生産年齢人口）の減少に加え、福祉・介護の仕事に関

する負のイメージや理解不足により、福祉職を希望する求職者が減少し、人材センターを

通じた採用者も減少していること。 

（採用者数 H27 216 人／H28 204 人／H29 172 人） 

① 若年層を中心とした新規求職者の減少 

② 新規求職者の減少に伴う参加者の減少 

③ 若年層だけでなく、定年退職者・子育て終了者等幅広い年代への福祉職への

関心の訴求 

④ 潜在有資格者への情報提供と再勉強機会の提供 

⑤ 中学校・高校への出前講座の PR と事業活用の働きかけ 

計画最終年度まで

の目標（量的目標・

質的目標） 

 県民に対する福祉・介護へのイメージアップと理解促進を図り、幅広い年齢層による新規

求職者を確保し、きめ細かな就労支援によるマッチング（採用）につなげる。 

 県民に対する福祉・介護へのイメージアップと理解促進については、社会福祉法人経営

者協議会等と連携した取組について検討・実施する。 

年度別計画 

2019 年度(H31) 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

     

備考 

（評価指標） 

 ●採用者数 

●無料職業紹介事業（採用者 150 人／年） 

 

就職総合フェア（年 2 回開催 参加者 150 人／年） 

 

 福祉のしごと紹介事業（出前講座の実施校 15 校／年） 
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項

目

分

類 

基本的な役割 ３ 福祉人材の養成と確保 

推 進 項 目  (2) 福祉人材の確保とマッチングの強化 

事 業 の 名 称 ② 介護人材マッチング支援事業 

新 規 ・ 継 続 継続 

財 源 県委託料 

担 当 部 福祉人材研修部 

概  要 

福祉・介護人材の緊急的な確保を目的に平成 21年度より実施。 

平成 24 年度まではキャリア支援専門員を県央 2人、県北 1人、県南 1人、沿

岸 1 人配置していたが、沿岸被災地域の人材確保に重点的に取り組むため、平

成 25年度から宮古市と大船渡市に新たに各 1人配置し計 7人体制となった。 

平成 28 年度からは、保健福祉企画室から長寿社会課へ移管となり、「介護人

材マッチング支援事業」と介護人材確保のための事業となった。 

介護の人材確保・定着を図るため、求職者への相談支援や講座、福祉施設・事

業所への訪問や人材育成のための研修など、主に次の事業を展開している。 

① 求職相談者への相談対応・情報提供（県内圏域ごとに定期出張相談、臨時 

相談会など） 

② 福祉施設・事業所訪問（求人開拓、取組や好事例の情報収集） 

③ 小規模介護事業所合同の就職面談会の実施（県内 7回の開催） 

④ 小規模介護事業所合同の研修会の実施（9圏域各 3回計 27 回） 

⑤ 介護のしごと体験事業（求職登録者対象に介護施設で 2～5日間職場体験） 

⑥ 福祉施設・事業所を対象に情報誌発行（年 3回「エール」発行） 

⑦ 潜在有資格者再就職支援講座の開催（各圏域で 8回開催） 

⑧ 介護施設見学バスツアーの開催（2圏域で各 20人の定員） 

⑨ 事業周知を図るパンフレット及びリーフレットの作成 

課  題 

１ 人口流出が進む沿岸被災地での介護人材の掘り起こし 

２ 潜在有資格者の掘り起こしと再就職支援 

３ 求職者の希望する条件と求人側が求める人材の調整ときめ細かな就労支援 

４ 人材の資質向上と定着支援 

計画最終年度まで

の目標（量的目標・

質的目標） 

１ 相談件数 1,000 件／年 

２ 採用者 100 人／年 

３ 介護のしごと体験 100 人／年、体験者の 50％の就職率 

年度別計画 

2019 年度(H31) 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

 

  

  

備考 

（評価指標） 

●採用者数 

●求人・求職マッチング（採用者 100 人／年） 

 

求職者相談件数（1,000件） 

） 

介護のしごと体験（実施後の介護分野への就職率50％／年） 
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項

目

分

類 

基本的な役割 ３ 福祉人材の養成と確保 

推 進 項 目  (2) 福祉人材の確保とマッチングの強化 

事 業 の 名 称 ③ 保育士・保育所支援センター保育士人材確保事業 

新 規 ・ 継 続 継続 

財 源 県委託料 

担 当 部 福祉人材研修部 

概  要 

国の待機児童解消加速化プランに基づき、潜在有資格者の掘り起こしなどによ

る保育士人材確保を目的に、県からの委託事業として、平成 25 年 10 月からセン

ターを開設し、現在コーディネーター2 人で次の事業を実施。 

① 求人・求職相談（自治体・事業所個別訪問・出張相談を含む。） 

② 潜在保育士向けニュースレターの発行（年 6 回） 

③ ほいくしカフェ等イベントの開催（年 6 回） 

④ 児童福祉研修事業の実施 

  （新任保育士（就業継続支援）研修・潜在保育士再就職支援研修） 

課  題 

１ 支援センター及びセンター機能の周知 

２ 潜在保育士の掘り起こしとマッチング 

計画最終年度まで

の目標（量的目標・

質的目標） 

 支援センターの周知を図り、潜在保育士の掘り起こしとマッチングを促進する。 

年度別計画 

2019 年度(H31) 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

     

備考 

（評価指標） 

●採用者数 

 

保育士人材確保研修（年 1 回開催 100 人／年） 

 

 潜在保育士再就職支援研修（年 3 回 40 人／年） 

●求人・求職マッチング（採用者 70 人／年） 
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項

目

分

類 

基本的な役割 ３ 福祉人材の養成と確保 

推 進 項 目  (3) 退職共済制度の適正運営と福利厚生事業の充実 

事 業 の 名 称 ① 民間社会福祉事業職員共済事業 

新 規 ・ 継 続 継続 

財 源 その他（共済事業会員からの会費及び事業主からの負担金） 

担 当 部 総務部 

概  要 

県内の民間社会福祉施設及び団体の職員の福利厚生を目的として、昭和 34 年に事

業を開始。主な事業は、退会共済金（退職金）、慶弔見舞金の給付事業。 

財源は、共済事業に加入する会員（職員）からの会費及び会員の所属する施設等

の負担金と、これから生ずる運用利息からとなっており、県社協が国債をはじめと

する債券等で運用していたものを、金融庁の指導により、平成 21 年度後半から信託

銀行に資産運用を外部委託。 

将来にわたって退会共済金を確実に給付するため、責任準備金率の改善を目的と

して策定した「積立水準回復計画」を平成 27 年度から実施。 

・保有資産 134 億 6071 万円（平成 29 年度末）        （単位：百万円） 

 国内債券 国内株式 外国債券 外国株式 その他 普通預金 計 

金額 4,844 1,407 2,165 796 2,607 1,641 13,461 

割合 36％ 11％ 16％ 6％ 19％ 12％ 100％ 
 

課  題 

資産運用の総合利回り目標は、年率３％としているが、政策金利が低水準で推移してい

ることもあり、資産運用は厳しい環境下に置かれており、財政運営の健全化を示す責任準

備金率の改善のスピードが鈍化している。 

１ 資産運用実績 

２ 責任準備金率 

年度 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

責任準備金率 71.15％ 73.08％ 71.13％ 71.00％ 71.80％ 

※責任準備金率とは、将来の給付のため現時点で保有しなければならない積立金に対する積立率 

年度 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 

総合利回り 3.95％ 6.12％ △2.52％ 0.62％ 0.83％ 

計画最終年度まで

の目標（量的目標・

質的目標） 

１ 共済事業積立水準回復計画に定めた「金融機関による収支予測計算の結果」の各年

度の責任準備金率（積立比率）を達成する。 

２ 預託金融機関の複数化も視野に入れた運用方法を検討する。 

 

年度別計画 

2019 年度(H31) 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

 

 

 

76.00％ 

 

 

 

76.00％ 

 

 

 

77.00％ 

 

 

 

77.00％ 

 

 

 

78.00％ 

備考 

（評価指標） 

●責任準備金率 

 

●責任準備金率の改善 
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項

目

分

類 

基本的な役割 ３ 福祉人材の養成と確保 

推 進 項 目  (3) 退職共済制度の適正運営と福利厚生事業の充実 

事 業 の 名 称 ② 福利厚生センター受託事業 

新 規 ・ 継 続 継続 

財 源 受託金 

担 当 部 総務部 

概  要 

１ 福利厚生センター 

福利厚生センターは、社会福祉事業に従事する職員等の福利厚生の増進を図ることを

目的に、平成6年に設立された法人で、福利厚生事業を行う、全国唯一の法人として厚生

労働大臣により指定。 

実施事業は、健康管理、弔慰金・見舞金の支給等のほか、職員の資質向上のための各

種講習・研修、指定保養所等のリフレッシュサービス、ローン、各種保険などとなっている。 

２ 都道府県事務局 

事業開始当初から地方事務局として業務を受託し、会員同士の親睦やリフレッシュを目

的とした旅行、スポーツ観戦、食事会などの事業を実施している。 

３ 現在の状況 

(1) 毎年、会員 1人につき 10,000 円の会費を本部へ納入 

(2) 事業費総額 6,737 千円（H29 地方事務局分） 

(3) 県内会員を対象として、会員交流事業及び施設利用事業を実施（平成 29 年度は

18 事業） 

(4) 福利厚生センター企画・情報委員会を設置し、企画・情報委員 9 人及び福利厚生

推進員 5人を委嘱 

(5) 実施事業については、当該委員及び推進員の会議で決定 

(6) 県内における会員数（平成 30 年 3 月末現在） 4,347 人 

[参考：各年度の会員数の推移] 

年度 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 H29 

会員数（人） 3,710 3,786 4,073 4,166 4,347 
 

課  題 

１ 実施している事業のマンネリ化や、レジャー性の強い事業が多いことから、スキルアップ 

を目的とする事業等を含め、魅力のある事業の企画が必要 

２ 会員数が伸び悩んでいることから会員の拡大が必要 

計画最終年度まで

の目標（量的目標・

質的目標） 

１ 県社協共済事業会員数（H29・12,931 人）の過半数の加入を目標とし、当面、5 年間で

400 人以上の会員拡大を図る。 

２ 会員ニーズに合った魅力ある新規事業を開拓する。 

年度別計画 

2019 年度(H31) 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

 

 

 

80 人 

 

 

 

80 人 

 

 

 

80 人 

 

 

 

80 人 

 

 

 

80 人 

備考 

（評価指標） 

●会員数 

福利厚生センター会員の拡大 

●毎年度 80 人以上 

新規事業の開発 

毎年度、新規メニュー１事業以上の開発 
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項

目

分

類 

基本的な役割 ４ 社会福祉事業経営の支援 

推 進 項 目  (1) 社会福祉事業経営の支援 

事 業 の 名 称 ① 社会福祉経営サポート事業 

新 規 ・ 継 続 継続 

財 源 補助金・自主財源（会費繰入） 

担 当 部 福祉経営支援部 

概  要 

社会福祉法人の健全な経営と役職員の資質向上の支援及び社会福祉事業者による社

会貢献活動の実施の推進を目的とするほか、経営協との連携のもと、制度での対応が難

しい福祉諸課題解決のための活動の検討等を行う。 

1 対象：県内の社会福祉法人 329 法人 

2 体制：経営相談員 1人、非常勤相談員 3人（税理士、大学教授、施設経営経験者) 

3 事業内容 

  ・ 経営サポートセミナー（経営支援研修会・推進セミナー）の開催 

  ・ 税理士等による社会福祉法人経営説明・相談会の開催 

  ・ その他、法人経営等に関する相談への対応 

課  題 

全国的に類似の補助事業は縮小傾向であること。今後も同事業を継続するためには、

予算要求に向けて随時事業内容の見直しが必要。 

今後、当県における社会福祉法人経営の底上げを図るためには、小規模法人等に対

する支援を重点的に行っていく必要がある。これを踏まえて、2019 年度以降については、

小規模法人等の参加を促進するため、中央で開催するセミナーに参加が困難な地域を会

場にセミナー及び税理士等による経営相談を開催することとする。 

計画最終年度まで

の目標（量的目標・

質的目標） 

県内 5 か所（二戸市、釜石市、一関市、久慈市、宮古市）を対象に、毎年１か所ずつ経

営サポートセミナー及び税理士等による社会福祉法人経営説明・相談会の開催を開催す

る。 

5 年間で、25 法人の小規模法人等（例：単数施設経営法人、サービス活動収益 2 億円

未満の法人、県経営協非会員法人）及び経営協非会員法人に対する支援（セミナー又は

相談会参加）を目標とする。 

年度別計画 

2019 年度(H31) 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

（評価指標） 

●経営サポートセミナー及び税理士等による社会福祉法人経営説明・相談会への、小規

模法人等の参加数 

 

●二戸会場 

小規模法人

等の参加 

５法人 

●釜石会場 

小規模法人

等の参加 

５法人 

●一関会場 

小規模法人

等の参加 

５法人 

●久慈会場 

小規模法人

等の参加 

５法人 

●宮古会場 

小規模法人

等の参加 

５法人 

【小規模法人等の経営支援】 

経営サポートセミナー及び税理士等による社会福祉法人経営・説明相談会 
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項

目

分

類 

基本的な役割 ４ 社会福祉事業経営の支援 

推 進 項 目  (1) 社会福祉事業経営の支援 

事 業 の 名 称 ② いわて障がい者就労支援振興センター受託事業 

新 規 ・ 継 続 継続 

財 源 岩手県受託金 

担 当 部 福祉経営支援部 

概  要 

沿岸市町村の障がい者就労支援事業所の復興支援を目的に事業を運営。 

主に沿岸就労支援事業所の製品販売、役務請負業務の受注支援を通じ、平均工

賃の向上を図るための事業を実施。 

＜沿岸事業所の工賃の推移＞ 

圏域 H25 H26 H27 H28 H29 増減（H29-H25） 

久慈 14,163 15,204 14,800 13,525 14,054 △109 

宮古 21,222 20,522 20,608 19,568 20,975 △247 

釜石 17,671 19,079 18,384 17,460 17,871 200 

気仙 24,428 24,841 25,189 25,901 25,467 1,039 

県平均 17,960 18,461 18,713 18,808 18,982 1,022 

＜実施事業（平成 29 年度実績）＞ 

○ アドバイザー派遣及び研修事業の実施による事業所支援（アドバイザー

派遣 31 件、研修事業 15 回） 

○ 役務請負業務の発注（19 業務、発注額 1,341,490 円） 

○ 商品 PR に向けたイベント販売等への出店（15 イベントで、延べ 71 事

業所の商品を販売し、売上金 917,078 円） 

課  題 

１ 本事業の成果指標が不明確であること。 

２ 障がい者就労支援事業所では、利用者の高齢、重度化等により、利用者の支

援と工賃拡大のバランスがとりにくくなっており、画一的な支援が難しい。 

３ 人口減少や高齢化率の進展、企業等の廃業や撤退等で、商品の売上や役務

請負業務の受注の更なる拡大が難しい環境にあること。 

４ 圏域によっては大手スーパー等の協力が得られず常設販売先やイベント販

売の拡大に結びつかないこと。 

計画最終年度まで

の目標（量的目標・

質的目標） 

１ 沿岸 4 圏域の平均工賃の向上 

２ 沿岸市町村の事業所製品を取り扱う販売イベント等を通じた商品の販売促進

と、事業所間連携体制の構築に向けた取組 

年度別計画 

2019 年度(H31) 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

 

 

 

 

 

    

備考 
（評価指標） 

●沿岸 4圏域の平均工賃 

沿岸市町村の事業所製品を取

り扱う販売イベントの開催 

●沿岸 4 圏域の平均工賃の拡大 

共同受注センター事業へ統合 
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項

目

分

類 

基本的な役割 ４ 社会福祉事業経営の支援 

推 進 項 目  (1) 社会福祉事業経営の支援 

事 業 の 名 称 ③ 共同受注窓口事業 

新 規 ・ 継 続 継続 

財 源 独自 

担 当 部 福祉経営支援部 

概  要 

県内の障がい者就労支援事業所製品の販売、官公署及び企業等からの役務請

負業務の受託の拡大を通じて、工賃向上を図り、障がい者が地域生活を支援す

る。 

１ 取扱高 

H27 H28 H29 

23,506,097 円 31,255,681 円 33,795,731 円 

２ 常設店舗 

H26 H27 H28 H29 

17 店舗 17 店舗 23 店舗 26 店舗 

３ 加入事業所 

H27 H28 H29 

49 事業所 74 事業所 79 事業所 
 

課  題 

１ 共同受注窓口事業の方向性の確立 

２ 運営基盤の整備、安定化（取扱高の拡大、参加事業所の商品卸率検討、役務

請負業務の利率改定） 

３ 参加事業所の拡大（参加事業所の参加メリットの拡大） 

４ 障がい者就労支援事業所商品の更なる販売促進と役務業務の受注拡大 

計画最終年度まで

の目標（量的目標・

質的目標） 

１ 独立採算に向けた運営基盤の安定化 

・ 取扱高の拡大  ― 前年度取扱高を上回る取扱高の確保 

・ 常設店舗の拡大 ― 2 か年ごとに 1 店舗増 

２ 加入事業所の拡大 毎年度 2 事業所増 

年度別計画 

2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

 

 

34,000 千円 

 

 

26 店舗 

 

 

82 事業所 

 

 

35,000 千円 

 

 

26 店舗 

 

 

84 事業所 

 

 

36,000 千円 

 

 

27 店舗 

 

 

86 事業所 

 

 

37,000 千円 

 

 

27 店舗 

 

 

88 事業所 

 

 

38,000 千円 

 

 

28 店舗 

 

 

90 事業所 

備考 
（評価指標） 

●取扱高 

 

 

●取扱高の拡大 

常設店舗の拡大 

加入事業所の拡大 
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項

目

分

類 

基本的な役割 ４ 社会福祉事業経営の支援 

推 進 項 目  (1) 社会福祉事業経営の支援 

事 業 の 名 称 ④ 岩手県農福連携総合支援事業 

新 規 ・ 継 続 継続 

財 源 岩手県受託金 

担 当 部 福祉経営支援部 

概  要 

高齢化や後継者不足、働き方の変化等により農業の継続が難しい農家と、働く

場を求めている障がい者就労支援事業所のつながりづくりを支援し、農家の農

業継続と障がい者の就労の場の確保を図る。 

農家と障がい者就労支援事業所の連携で生まれた農産物の販売や農産加工品

の開発・販売の支援を行う。 

＜事業概要（平成 29 年度実績）＞ 

○ 農業者と障がい者就労支援事業所とのマッチング支援［8 件（契約 5 件）］ 

○ 専門アドバイザーの派遣による農業技術や農産物を利用した加工製造の
指導・助言（11 回） 

○ 農福連携で生まれた商品の PR に向けた農福マルシェ及びグランプリ大

会の開催（農福マルシェのみ 7 回開催 売上総額 1,966,400 円） 

課  題 

１ 農業者に対する障がい者理解、障がい者就労支援事業所に対する農業への

理解の更なる推進が必要なこと 

２ 農政と保健福祉が連携した体制構築に向けた働きかけ 

３ 将来的な農業者の減少に対応した農業分野での障がい者就労支援事業所の

取組の検討、働きかけ 

計画最終年度まで

の目標（量的目標・

質的目標） 

１ 農業者と障がい者就労支援事業所とのマッチング支援（新規、施設外就労
契約 毎年度 1 件以上） 

２ 農福マルシェ及びグルメグランプリの実施による農福連携事業の周知、商
品 PR イベントの開催（農福マルシェ 2 回、グルメグランプリ 1 回） 

年度別計画 

2019 年度(H31) 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

 

 
新規 1 件 

 
 

 
（マルシェ）2 回 
（グランプリ）1 回 

 

 
新規 1 件 

 

 

 
2 回 
1 回 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 

備考 

（評価指標） 

●マッチング支援件数（施設外就労新規契約件数） 

 

 

●マッチング支援 

共同受注センター事業へ統合 
農福連携事業の周知

及び商品 PR のイベン

ト部と開催 
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項

目

分

類 

基本的な役割 ４ 社会福祉事業経営の支援 

推 進 項 目  (2) 適正なサービス評価の実施 

事 業 の 名 称 ① 福祉サービス第三者評価事業 

新 規 ・ 継 続 継続 

財 源 自主財源（受審料、研修受講料） 

担 当 部 福祉経営支援部 

概  要 

事業者が提供する福祉サービスの質の向上を支援し、サービスの選択に資する情報を

利用者に提供することを目的とする事業。 

本会は平成 13 年度から事業を開始し、平成 17 年 12 月に認証を受けた。養成研修を

修了した評価調査者が訪問調査を行い、評価報告書を作成する。評価の公平性を担保

するため決定委員会を設置している。 

実施体制は実働している評価調査者 49 人、決定委員会委員 6人、担当者兼務 1人。 

平成 24 年度から社会的養護関係施設は 3 年に 1 回の受審と結果の公表を義務化。こ

れ以外の福祉サービス事業者の受審は任意。また、国が定める指針が改正され、平成 31

年度からは都道府県ごとに受審促進に向けた数値目標を定めることとなったため、今後は

各施設の受審に向けた動きがより活発になることが見込まれる。 

近年では第三者評価情報が求職活動の参考になっている事例も見られる。 

課  題 

１ 受審事業所数の確保 

現計画（平成 26-30 年度）に対する受審件数の達成率は 50.6％。 

 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 累計 

計画 30 31 32 33 34 160 

実績 20 15 15 18 13 81 

対比 △10 △16 △17 △15 △21 △79 

受審数は全国的にも比較的上位に位置するものの、受審件数が停滞している。 

２ 評価調査者の継続的な養成、資質向上 

３ 事業所が目指す質向上への支援 

４ 事務局体制の強化等 

計画最終年度まで

の目標（量的目標・

質的目標） 

１ 5年間で受審件数90件を目標とする。 

２ 毎年の受審施設に対して、評価調査者のチームを無理なく組めるよう、継続的に評価

調査者の養成を行うこととし、5年間で35人を目標とする。 

３ 養成研修5回、継続研修5回、スキルアップ研修10回、事業所向け自己評価・第三者評

価研修会5回実施 

年度別計画 

2019 年度(H31) 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

 

 

 

 

15 件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

15 件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20 件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20 件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20 件 

 

 

 

 

 

 

備考 
（評価指標） 

●受審事業者数 

 

●受審事業者数 

評価調査者の資質向上に向けた勉強会等（毎年 2 回以上） 

県内事業所向け自己評価・第三者評価研修会（毎年 1 回） 
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項

目

分

類 

基本的な役割 ５ 多様な組織等との連携協働 

推 進 項 目  
(1) 種別協議会・部会活動を通じた福祉サービス向上の取組とサービス利用者の福祉

増進 

事 業 の 名 称 ② 種別協議会活動事業 

新 規 ・ 継 続 継続 

財 源 自主財源（会費） 

担 当 部 福祉経営支援部 

概  要 

1 種別協議会の状況 
県社協会員である社会福祉施設は、サービス種別ごとに協議会を構成し、運

営細則に基づいて総会、幹事会、部会、委員会等を組織し、社団的に活動して
いる。各種別協議会は、中期活動ビジョン（3～5 か年）に基づく単年度計画を
策定し、活動を行っている。 

2 各協議会の中期ビジョン 

協議会 中期ビジョン（概略） 
会員数 
(Ｈ30) 

社会福祉

法人経営

者協議会 

1 組織の強化（会員の拡大・ブロック協議会の見直し） 
2 質の向上（研修会の実施） 
3 経営支援（社会福祉経営サポート事業と連携した支援） 
4 公益的取組（地域貢献活動の活性化） 
5 東日本大震災に関する継続支援 

201 

高齢者福
祉協議会 

1 国や県等に向けた提言、運動の展開 
2 介護の質の向上 
3 地域の福祉サービスの充実 

374 

保育協議

会 

1 全ての保育関係職種を対象とした研修による、保育者の資質向上 
2 子育て家庭への支援に効果のある研修 
3 保育人材の確保を図るための、保育士養成校等との連携 
4 県等との懇談会の開催及び保育に必要な研究・提言 
5 東日本大震災等被災地の復興支援の継続 

339 

障がい者

福祉協議

会 

1 要望、提言の機能強化 
2 障がいを持つ方が働くことや地域で暮らすことへの支援 
3 会員施設職員の資質向上支援 
4 会員施設の交流と連携の支援 

201 

児童館・

放課後児

童クラブ

協議会 

1 児童厚生２級指定科目を中心とした、研修会の充実 
2 会員施設職員間の交流及び関係機関・団体との情報交換の促進 
3 児童館の活動内容・役割等の周知及び市町村との課題共有 
4 いわて子どもあそび隊の活動継続 

76 

児童福祉

施設協議

会 

1 会員施設が抱える課題を踏まえた、行政等への要望・提言 
2 会員施設職員の研修会の充実と職員間の交流・情報交換 
3 社会的養護と児童福祉施設への理解促進のための情報発信 
4 関係機関・団体との積極的な連携 
5 東日本大震災に対応する会員施設及び被災地域児童への支援 

14 

 

課  題 
1 福祉人材の確保 
2 地域課題や災害支援における横断的対応 

計画最終年度まで
の目標（量的目標・

質的目標） 

各協議会のビジョンによる。 

年度別計画 

2019 年度(H31) 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

 

 

 

 

高齢協・保育

協・障がい協 

 

 

児童協・児童館

協 

 

 

 

 

経営協 

社協部会 

備考 
（評価指標）なし 

次期ビジョンの改訂 
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項

目

分

類 

基本的な役割 ５ 多様な組織等との連携協働 

推 進 項 目  (2) 多様な組織等との連携協働の推進 

事 業 の 名 称 ① 事務受託団体支援事業 

新 規 ・ 継 続 継続 

財 源 受託金 

担 当 部 総務部、地域福祉企画部、福祉経営支援部、福祉人材研修部 

概  要 

【事務受託団体】 

〇公益財団法人岩手県福祉基金（総務部） 

〇岩手県民生委員・児童委員協議会（地域福祉企画部） 

〇岩手県里親会（地域福祉企画部） 

〇岩手県知的障害者福祉協会（福祉経営支援部） 

〇岩手県知的障害児者生活サポート協会（福祉経営支援部） 

〇岩手県地域包括・在宅介護支援センター協議会（福祉経営支援部） 

〇一般社団法人岩手県介護福祉士会（福祉人材研修部） 

〇岩手県介護支援専門員協議会（福祉人材研修部） 

〇岩手県ホームヘルパー協議会（福祉人材研修部） 

（上記以外に種別協議会及び事務受託団体ごとで構成する北海道・東北ブロック協議会

事務局を受託する場合があります。） 

課  題 団体事務の適正実施及び事業の効果的な推進のための体制整備と財源の確保 

計画最終年度まで

の目標（量的目標・

質的目標） 

団体事務の適正実施及び事業の効果的な推進のための体制整備と財源の確保 

年度別計画 

2019 年度(H31) 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

    

 

 

 

 

 

備考 

（評価指標） 

なし 

団体事務の適正実施 
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項

目

分

類 

基本的な役割 ６ 指定管理施設の管理運営 

推 進 項 目   

事 業 の 名 称 ① ふれあいランド岩手の管理運営 

新 規 ・ 継 続 継続 

財 源 受託金 

担 当 部 ふれあいランド岩手 

概  要 

 ふれあいランド岩手の指定管理者として、これまでの運営経験と実績、また、蓄積してき

たノウハウを生かし、効率的な運営に努めながら、障がい者や高齢者を含めた全ての県民

が、地域社会の中で、健康づくり、生きがいづくりを進めていくための支援や、誰もが安心

して利用できる安全で快適な施設運営を行う。 

また、スポーツ、生涯学習、レクリエーション等の交流活動を通じて相互理解を深め、も

ってノーマライゼーション理念の普及促進を図る。 

 

（指定管理）第 1 期：H18～H20、 第 2 期：H21～H23 

      第 3 期：H24～H26、 第 4 期：H27～H31 

課  題 

1 老朽化している施設・設備等の改修や駐車場の拡張等について、県に提案、協議し、 

安全性の高い、堅実な施設運営の維持に努める。 

2 県内の関係機関・団体と連携を深め、高齢者、障がい者等全ての県民の一層の交流促

進及びノーマライゼーションの普及に努める。 

計画最終年度まで

の目標 

累計総利用者数 650 万人の達成を目指しサービス向上に努める。 

年度別計画 

2019 年度(H31) 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

 

 

252,000 人 

（内訳） 

 

118,000 人 

 

 

121,000 人 

 

 

13,000 人 

 

累計 

5,506 千人 

 

 

254,000 人 

 

 

118,000 人 

 

 

123,000 人 

 

 

13,000 人 

 

 

5,760 千人 

 

 

256,000 人 

 

 

118,000 人 

 

 

125,000 人 

 

 

13,000 人 

 

 

6,016 千人 

 

 

258,000 人 

 

 

118,000 人 

 

 

127,000 人 

 

 

13,000 人 

 

 

6,274 千人 

 

 

260,000 人 

 

 

 118,000 人 

 

 

129,000 人 

 

 

13,000 人 

 

 

6,534 千人 

備考 

（評価指標） ●利用者数 

※累計は、開館(H6.12.9)以来の年度末の実績(見込み) 

 

●利用者数 

一般（学生含む） 

高齢・障がい者  

その他（介護者・ボランティア・幼児等） 
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項

目

分

類 

基本的な役割 ７ 県社協の活動基盤の強化 

推 進 項 目   

事 業 の 名 称 ① 県社協財政基盤の適正化 

新 規 ・ 継 続 継続 

財 源 補助金・受託金・自主財源（会費・寄附金等） 

担 当 部 総務部 

概  要 

１ 本会が実施する事業及び事務に係る経費は、会費、寄付金、補助金、受託金、共募配

分及び事業収入等により賄われており、このうち 85％が補助金や受託金といった公的

財源で賄われている。（一般会計） 

２ 多様な自主財源を確保するため、民間資金を積極的に獲得するほか、ボランティア保

険や福祉の保険等の広告料、企業・団体からの協賛金、全社協出版物あっせん手数

料、一定額の受講料を設定する研修事業を開催するなどしている。 

３ 補助金等が入金されるまでの間は、財政調整基金を一時的に取り崩し、運転資金に充

当している。 

 

 

課  題 

１ 委託事業の中には、事業遂行上の財源を自ら補うことが必要なものもあり、実態に見合

った適正な委託金の確保について、県に対し積極的に働きかける必要がある。 

２ 県社協本来の使命や役割を認識し、地域福祉の推進に結びつく新たな事業にチャレ

ンジしていくことが求められており、そのための財源として、多様な財源の確保が必要と

なっている。 

３ 財政調整基金の取崩しだけでは運転資金が不足する事態も予測される。 

４ より一層の経費削減を進めていくため、具体的な取組を提示し、全職員が一丸となって

取り組むことが必要である。 

 

 

計画最終年度まで

の目標（量的目標・

質的目標） 

１ 国や県からの補助金、受託金は、当該事業の公共性・公益性等を勘案し、適正な積算

の基に積極的に確保していく。 

２ 県社協本来の使命や役割を認識し、地域福祉の推進に結びつく新たな事業の開発な

どのため、多様な自主財源を確保し、協賛金を 5 年間で 25％の増収を図る。 

３ 事業費及び事務費において、対前年比 2％、5 年間で 10％の経費を削減する。 

年度別計画 

2019 年度(H31) 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

 

 

 

 

 

前年比５％増 

 

 

 

 

 

 

前年比５％増 

 

 

 

 

 

前年比 5％増 

 

 

 

 

 

前年比 5％増 

 

 

 

 

 

前年比 5％増 

備考 

（評価指標） 

●協賛金（増加率） 

 

補助金・受託金の積極的な確保 

多様な自主財源の確保 

●毎年度対前年比５％増（協賛金） 

経費削減（毎年度対前年比２％減） 
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項

目

分

類 

基本的な役割 ７ 県社協の活動基盤の強化 

推 進 項 目   

事 業 の 名 称 ② 組織強化のための取組の推進 

新 規 ・ 継 続 継続 

財 源 自主財源（会費、事業収入等） 

担 当 部 総務部 

概  要 

１ 平成 28 年の社会福祉法改正で、①経営組織のガバナンスの強化、②事業運営の透

明性の向上、③財務規律の強化、④地域における公益的な取組を実施する責務など

が社会福祉法人に求められている。 

２ 全社協・地域福祉推進委員会が取りまとめた「社協・生活支援活動強化方針（行動宣

言と第 2 次アクションプラン）」（平成 29 年 5 月改訂）では、今日の地域における深刻な

生活課題や社会的孤立といった、地域福祉の課題に応える社会福祉協議会の事業・

活動の方向性と具体的な事業展開を、改めて提示したものであるが、この強化方策の

具体化に向けた前提事項として、①社協役職員の共通理解（局内連携体制（プラットフ

ォームづくり））、②職員育成の体制づくり、③活動財源の確保が挙げられている。 

３ 本会は、社会福祉法第 110 条に基づき「市町村社会福祉協議会の過半数及び社会福

祉事業又は更生保護事業を経営する者の過半数が参加するものとする」とされ、社会

福祉法人以外の社会福祉事業経営者についても参加を得て運営することが求められて

いる。 

 

課  題 

１ 経営組織のガバナンスを強化するための会計監査人の設置と、これの費用財源の安

定的確保。 

２ 業務が増大する中、会計処理や人事・労務管理に関する事務が増加しており、税理士

や社会保険労務士等の専門家との連携。 

３ 内部牽制による適切な事務執行体制の確立と、事業を着実に遂行するための能力や

マネジメント能力の向上、柔軟な発想で様々な課題の解決策をコーディネートできる人

材の育成。 

４ 社会福祉法人以外の社会福祉事業経営者の多くが本会会員に未加入。 

 

計画最終年度まで

の目標（量的目標・

質的目標） 

１ 平成 31 年度に会計監査人を設置するとともに、これに要する費用の財源を安定的に

確保する。 

２ 税理士や社会保険労務士等の専門家への業務委託などを検討し、必要に応じて委託 

する。 

３ 職員研修計画に基づき職員研修を実施し、職員育成を図る。 

４ 未加入施設・事業所に対し、会員となることのメリットを説明し会員拡大を図る。 

 

年度別計画 

2019 年度(H31) 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

（評価指標） 

●会員数 

 

 

●会員の拡大（毎年度 20 事業所以上） 

会計監査人の設置（平成 31 年度）・会計監査人による監査 

税理士や社会保険労務士

等への業務委託等の検討 

職員研修計画に基づく職員研修の実施 

必要に応じて税理士や社会保険労務士等

への業務委託等を開始 
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【 検討の経過 】 

① 総合企画委員会（計画策定の主たる協議を行う） 

   ・第 1 回 平成 30 年 11 月 21 日 

   ・第 2 回 平成 31 年 2 月 15 日 

 

② マネジメント会議（部長等会議―計画案の具体化に係る検討を行う） 

   ・第 1 回 平成 30 年 9 月 3 日 

   ・第 2 回 平成 30 年 10 月 1 日 

   ・第 3 回 平成 30 年 11 月 12 日 

   ・第 4 回 平成 31 年 1 月 28 日 

 

③ ワーキンググループ（マネジメント会議の検討に基づき、実務的な作業を行う） 

  （ワーキンググループメンバー＝副部長、主任主査、主査） 

   ・第 1 回 平成 30 年 9 月 4 日 

   ・第 2 回 平成 30 年 10 月 4 日 

   ・第 3 回 平成 30 年 11 月 15 日 

   ・第 4 回 平成 31 年 1 月 24 日 

 

  ※個別の主要事業については、上記の検討に基づき各部局ごとに随時検討、作成。 
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